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第1章 序論
1.1 研究の背景と問題
この 10年の間に, 企業にとって情報セキュリティの重要性は非常に高くなっている. 特
に近年では, 国際的な規模で発生する, 通信ネットワークシステム (含むインターネット)・
コンピュータのオペレーションシステム (OS)・アプリケーションソフトウェアなどの脆弱
性 (vulnerability)1を利用して情報を盗みだす犯罪 (サイバー犯罪)や企業による情報漏えい
事故, あるいは利用者に注意を喚起するマスコミの報道を頻繁に目にする. とりわけ企業
活動の場合には, このような犯罪や事故への対策だけではなく, さらに広義の情報資源管理
(information resource management)に含まれる社内情報流出への対応が求められる. それ
は, これらの情報的資源が一般的には企業の競争力の源泉であり, ひとたび競争相手に知れ
渡り容易に模倣できるようになれば競争優位は失われてしまうと考えられているからであ
る2(伊丹・加護野, 1997). このように情報セキュリティは企業にとって喫緊の課題である.
日本でも, 独立行政法人情報処理推進機構などを中心に情報セキュリティについて活発な
研究や議論とそれに基づく啓蒙活動とが行なわれている.
しかしながら, 従来の議論においてはサイバー犯罪の手口や情報漏えい事故の発生メカ
ニズムの検証とそれらへの対策とに注目があつまり, 本論文の主題である「企業にとって,
情報管理活動としての情報セキュリティと研究開発とへの戦略的投資とはどのようなもの
であるのか」についてのモデルを用いた分析は重視されていない. それならば, ゲーム理論
を用いてそれを明らかに知りたいというのが, 本論文の動機である.
一般的に情報セキュリティは ITセキュリティのことだと考えられていることが多い. 情
報セキュリティに対する研究は歴史が浅いためか用語の統一性が低く, 研究者によって異な
る用語を使う場合や同一の研究者が information security, IT security, cybersecurityなどの
用語をほぼ同じ意味で使用していることも珍しくはない (Gordon and Loeb, 2006). また,
一般的に日本語の情報セキュリティという言葉は, information securityや IT securityの翻
訳語で, コンピュータやネットワークを利用することによって組織や個人が巻き込まれるセ
1コンピュータのOSやソフトウェアにおいて, プログラムの不具合や設計上のミスが原因となって発生し
た情報セキュリティ上の欠陥のこと (総務省)
2情報的資源は同時多重利用 (注:Aが発明した技術を Bが使ったときに, Aがそれを使用できることを非
競合性 (non-rivalness)という. またBが使うことをAが排除できないことを非排除性 (non-excludability)と
いう)が可能であるためにこのようなことが発生する. パソコンやスマートフォン業界の浮沈の激しさは周知
のとおりである.
1
キュリティ侵害 (security violation; セキュリティポリシー3を破壊もしくは違反する行為ま
たはイベント)を回避する対策 (手段や方策)を意味する4. その一方で, 重要な技術やノウ
ハウの盗用や模倣などへの対策として, 不正使用の差し止めなどの法的な保護を受けられ
るようにするための企業活動のことは, 営業秘密管理と呼ばれている5. そしてそれは, コン
ピュータやネットワークの利用, いわゆるサイバー空間 (cybyer space)でのセキュリティ侵
害対策とは, 重なり合う部分はあるというものの, 区別してあつかわれている6.
このように, 企業にとって情報セキュリティにはもう少し広い情報管理活動としての意味
もある. そこでこれ以降本論文では, 上で述べた広い意味での「情報的資産を管理して競争
優位を継続的にするための企業活動」を情報セキュリティと呼ぶ. その一方でサイバー空
間に特化されるような狭い範囲での対策については ITセキュリティと呼んで, 情報セキュ
リティの一部に含まれるものとする7. たとえば, 研究者が学会等で行なう発表や製品・技
術の計画案の公表や研究者が競争相手に転職することも, 競争相手の研究開発 (R&D)の助
けとなる.
したがって, こうしたさまざまな形での情報流出を防ぐことは本論文における情報セキュ
リティの対象である. 実例をひくと, 2012年に鋼板製造技術の不正取得に関して, 韓国の鉄
鋼業者に対する訴訟を日本の鉄鋼業者が起こした. このとき, 技術情報の流出経路は技術
を保有する元従業員であり, 経緯はその元従業員を競争相手がセミナー講師として招いて
緩やかな関係を築いた後に大学の客員教授として招き, 最終的にはその大学との共同研究
(RJV)という形で韓国の企業が不正に技術を取得したとされる (兼松, 2013).
情報流出に関する実証研究によれば, 工程革新 (process innovation)において, その 60%
は 18か月以内に競争相手が詳細な情報を手に入れる事ができるという (Manseld, 1985).
そして模倣による企業が受ける主要な恩恵は研究開発に費やす時間の短縮であるとされる8.
実際, 前出の鉄鋼業の場合では, 日本企業が約 12年半を要したプロセスを韓国企業は 1年
半で立ち上げることに成功したとされる (兼松, 2013).
このような状況をふまえるならば, 競争相手の模倣を防ぐ効果がある事前の情報セキュリ
ティ投資は, 企業が検討に値する投資であるに違いない.
では, 実際の企業は情報セキュリティ投資をどのように考えているのであろうか. 経済産
3「システムもしくは組織体が, 取り扱いに注意を要し, かつ, 重要であるシステム資源を防護するために,
どのようにセキュリティサービスを提供するか」を仕様とするか, あるいは, 制限する一式のルールと実践
(Shirey, 2013).
4日本工業標準調査会 (2006)では information security の訳語とされ,「情報の機密性, 完全性及び可用性
を維持すること. さらに, 真正性, 責任追跡性, 否認防止及び信頼性のような特性を維持することを含めても
よい.」と定義される.
5この営業秘密という言葉は不正競争防止法の保護対象となるべき企業情報につけられた名前である. し
たがって, 法的な要件を満たさない企業の情報は営業秘密に該当しない (経済産業省, 2013a).
6経済産業省 (2013b)では, 一般に情報セキュリティと認識されているサイバー空間での出来事への対応は
技術的管理として区分されているが, これが営業秘密管理の一部であるということは明確に書かれてはいな
い.
7経済産業省 (2009)が想定する情報セキュリティは, 本論文のそれとほぼ一致する.
8製品革新に関する実証研究ではあるものの,約半数の企業が 70%以下の時間で複製に成功している (Mans-
eld et al., 1981).
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業省 (2009)によれば, 日本では多くの企業において情報セキュリティ投資が利潤に直結し
ない費用の位置付けと考えられているために, 情報セキュリティ投資を実施することの重
要性は十分に理解されていないとされる. おそらく自社の情報的資産を競争相手には盗ま
れたくはないが, そのための支出は少ないほど良いというのが企業の情報セキュリティ投
資に対する印象であろう.
しかしながら, 企業が情報セキュリティ投資をそれほど重要視していないように見える
原因は, それだけではないと考える. 具体的には, IT専門家たちの提言が一様ではないこと
にもその一因がある. たとえば, 収入や利潤が減少するという経済現象や企業情報拡散の危
険度が高まるという社会状況の変化への対応についての彼らの提言は, 投資額の増減にお
いて異なった結論を導いている9. そしてそれらの常識的な議論はいずれも正しいように思
えてしまう. これでは企業の実務者は実際の投資で情報セキュリティに力を入れるべきか
判断できない. つまり投資するための根拠が足りないのである.
ところで, 経済分析の枠組みでモデルを用いて情報セキュリティについて議論するとい
う点では, ITセキュリティが情報セキュリティに一歩先んじている. かねてより単に情報
技術上の問題として考えられていた ITセキュリティには, 経済学によるアプローチが必要
であることをAnderson (2001)が示して以来10, ITセキュリティの経済学の存在は認知され
るようになった. これらの研究には, ソフトウェアや情報システムの脆弱性を議論したもの
や, サイバー空間での事故についてサービスの提供者と利用者との間に発生する誘因の食
い違いや, 攻撃者の誘因を議論したものなどがある11.
中でもGordon and Loeb (2002)は, ITセキュリティ投資を費用{便益分析するための理論
的基礎をつくった12. Gordon and Loeb (2002)では, まず, 情報システムの脆弱性とセキュ
リティ侵害の発生確率との積を脅威の発生確率と定義する. つぎに, これと情報資産の価値
との積によってセキュリティ侵害によって棄損するかもしれない情報資産の価値を算出す
る. そして, 脆弱性を減少させる ITセキュリティ投資を費用としてあつかい, ITセキュリ
ティ投資によって救われるはずの情報資産の価値を便益として, 純便益最大化問題として
定式化した.
もちろんこれは, ITセキュリティ投資を対象としている点で本論文よりもあつかう範囲が
狭く本論文とは立場を異にするのであるが, それを差し引いてもGordon and Loeb (2002)
のモデルでは, 本論文での議論には不十分である. なぜならば, 各企業が個別に意思決定す
ることで問題を解決できる費用{便益分析だけでは不十分で, 情報セキュリティ投資の意思
決定には競争相手との戦略の相互作用を考慮する必要があるからである.
つまり, 情報セキュリティ投資は拡散した情報から競争相手が受ける恩恵を低減して, 競
争相手の戦略に影響を与える. その競争相手の戦略の変化はさらに自社の利潤 (利得)に影
9Goodchild (2009), Noda (2009).
10Y2K(2000年問題)は ITセキュリティを経済学の視点で見直すひとつのきっかけになったと思われる.
Anderson and Moore (2006)は Y2Kをシステミック・リスク (systemic risk)であるとしている.
11Anderson and Moore (2006)はこの研究領域に対するサーベイである.
12Gordon and Loeb (2002)は, security of a computer-based information system を Information security
と名づけているが, 本論文では ITセキュリティの研究とする.
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響を与える. このような戦略の相互作用を戦略的効果という. 戦略的効果は Bulow et al.
(1985)によって明らかにされ, 戦略的代替と戦略的補完とに分類される.
とくに寡占市場においては, 企業が供給量で競争を行うときには戦略的代替に, 価格で競
争をおこなうときには戦略的補完になる (Friedman, 1988).
本論文のモデルは, 企業が費用削減のための研究開発投資と情報セキュリティ投資とを
クールノー市場での供給量競争に先立って実施する. 企業の投資行動と利潤は市場競争に
おける戦略的効果に影響を受ける13. よって, 本論文では戦略的効果に注目して企業の情報
セキュリティ投資を考察する.
さて, 技術情報の流出 (拡散)について経済学では技術スピルオーバーと呼び, 戦略的投資
との関係性の分析が数多く行なわれている14. なかでも複占における 2段階ゲームによる研
究開発投資の分析と技術スピルオーバーの分析は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)が
嚆矢である.
本論文では d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに企業の情報セキュリティ投
資行動を追加して拡張した 2段階ゲームのモデルを構築する. したがって, 多段階ゲーム
による戦略的投資の分析と技術スピルオーバーの分析についての概観と d'Aspremont and
Jacquemin (1988)の考察を第 2章で行う.
一方, イノベーションの拡散と模倣とについての研究には, イノベーションを促進するた
めに法的制限のあり方を問うものがある. 本論文ではこれについてはあつかわないが, こ
こで簡単に言及しておきたい. 研究開発から得た技術情報をどれだけ専有できるかによっ
て15, 研究開発投資に対する企業の誘因が決まると考えられてきた (Arrow, 1962). そして
発明への誘因という観点から, 法的な制限は排他的権限を発明者に与えることでイノベー
ションと知識の開示とを促進するとされている. しかしながら, その効力には限界があるこ
ともまた知られている. 例えば特許を取得した場合, 排他的権限を与えられる代償として特
許の内容は公知となる. ところが, その特許に抵触しないかたちで, 迂回発明が広く行なわ
れていることは事実である (Ijichi et al., 2004). さらに裁判の結果, 特許の無効を言い渡さ
れることすらある. しかも特許の効力が高くなったとしても企業はより多くの技術情報を
開示するわけではない (Anton and Yao, 2003).
結局は, 実際に市場競争を行なっている企業にとって競争優位を維持するためには, 技術
スピルオーバーによって競争相手が受ける恩恵の水準を管理することが課題となる. つま
り, 技術スピルオーバーの解決案として共同研究を立ち上げたとしてもそのベンチャーの
外部に対する技術情報の開示水準の意思決定問題は, 特許のときと同じように依然として
残されるのである.
以上の問題意識と背景から, 本論文では競争相手との相互作用を考慮して, 情報セキュリ
ティ投資が企業の利潤と戦略とに与える影響を考察する.
13研究開発投資と同じように, 情報セキュリティ投資は長期的な意思決定に係わる戦略であり, 価格や供給
量をめぐる将来の競争戦略を規定する.(Fudenberg and Tirole, 1984).
14技術スピルオーバーをともなわない研究開発と産業の構造の関係についてはDasgupta and Stiglitz (1980)
がある. また, 技術スピルオーバーに関する実証分析は Griliches (1992)を見よ.
15技術の専有可能性 (appropriability)という.
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そのために, まず第一に本論文のモデルの基礎となる研究開発投資の分析モデルが有効
となるパラメータの範囲をあきらかにして, 先行研究について再検討する. 第二に, 情報セ
キュリティ投資による利潤への影響の基本的な特徴が, 直接効果と戦略的効果とに分解さ
れて明らかにする. 第三に, 情報セキュリティ投資を行っていない企業が情報セキュリティ
投資によって利潤が増加するための条件を検討する. 第四に, 情報セキュリティと研究開発
のそれぞれについて競争相手の戦略の変化に対する自社の最適な投資戦略を示す. 第五に,
市場の規模の変化と技術スピルオーバーの度合いの変化とに対する, 各企業の均衡戦略の
変化を示す. 第六に, 情報セキュリティ投資が社会全体での研究開発水準に対して与える影
響を考察する.
1.2 論文の概要と構成
本節では本論文の概要と構成を述べる. 本論文の中心となる部分は第 4章であり, それに
先立つ第 2章と第 3章とは中心となる部分への準備段階と位置づけられる.
第2章では,戦略的投資と技術スピルオーバーの分析をした先行研究の概観と, d'Aspremont
and Jacquemin (1988)のモデルの再検討をする.
2.1節では, まず, 戦略的投資と技術スピルオーバーの分析をした先駆的な研究の概観を
する. つぎに, 戦略的投資と技術スピルオーバーの分析手法を共同研究の研究に適用するこ
とで, その後の研究に転機を与えた d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを概観す
る. d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルは簡潔であつかいやすい性質を持つため
に非常に多くの後継研究を産み出し, 被引用件数は 2000を超える16. 数多くのチェックを経
たモデルである17. 本論文でも基本モデルとして拡張を行っている. よって, 他の先行研究
よりも詳細に概観する.
つぎに, d'Aspremont and Jacquemin (1988)基本として, 技術スピルオーバーによって競
争相手が得る費用の削減分を (これ以降, 本論文ではこれを実効技術スピルオーバーとよぶ)
を企業が変化可能にするようにモデル拡張をした先行研究を概観する.
つぎに, 多段階ゲームに拡張された研究の中で, 意思決定点 (手番)で企業が決定する戦略
変数の数と手番の前後関係に着目して先行研究を概観する.
2.2節では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)を一般化した新たなモデルを構築して再
検討する. 具体的には逆需要関数と費用関数に一般形式の関数を与えて, 技術スピルオー
バーによる戦略的効果の基本的な特徴を考察する.
第 3章では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに基づいて, 限界費用が非負で
あるような均衡の存在条件を再検討する18.
限界費用の非負制約の問題とは, 具体的には, 得られた均衡において限界費用が正になる
か (内点均衡), あるいは限界費用が 0になる (端点均衡)のかを検討することである.
16Google Scholar による.
17Shy (1996); 小田切 (2001), などの教科書でモデルとして引用されている.
18第 3章は河重 (2013)を加筆修正したものである.
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この問題は, 均衡の精緻化に関連する問題である. d'Aspremont and Jacquemin (1988)の
均衡の精緻化については, 均衡の安定性の研究を中心として複数の研究が行われている19.
しかし, 限界費用の非負制約を中心にすえて技術スピルオーバーとの関連性について検討
している分析を見かけない20. したがって, 本章の分析は限界費用の非負制約についての均
衡の精緻化として既存研究を補完する役目を果たすと考える.
d'Aspremont and Jacquemin (1988)では限界費用の非負制約を仮定している. しかしな
がら, 均衡を求める過程では制約条件を無視した形で利潤最大化をしている. 制約を与えた
場合には, 得られた均衡について制約条件を満たしていることを確認する必要がある.
たしかに, 限界費用負の値をとることを許すならば均衡を求める過程に数学的な問題は
ない. しかしながら, これは現実的であるとは言えない.
そこで, 3.2節では, まず, d'Aspremont and Jacquemin (1988)にしたがい基本モデルを
定式化する. つぎに, 最適反応と均衡を求める. そして, Shy (1996);pp.229{233, の分析結果
を例として, 得られたゲームの均衡において限界費用が負の値をとることを示す. もって,
限界費用の非負制約を考慮しないことで発生する問題を明らかにする.
3.3節では, まず, 戦略の組を限界費用の非負制約によって 4つの領域に分ける. つぎに,
4つの領域ごとに企業の純利潤関数を構築する.
3.4節では, 前節で定式化したモデルに基づいて数値演算による均衡の分析を行なう. ま
ず, 数値計算のアルゴリズムを示す. つぎに, 研究開発競争時のゲームの均衡を示し, 端点
均衡の存在を明らかにする. つぎに, 研究開発協力時のゲームの均衡を示し, 端点均衡の存
在を明らかにする. そして, 解析的に内点均衡が存在する外生変数の領域を明らかにする.
また, 均衡の安定性についても調べる. 最後に, 端点均衡の場合, 端点均衡が対称である場
合は, 先行研究の結果が妥当であることを示す.
3.6節では結論を述べる.
第 3章の結果は以下の 4点である. 第一に, 限界費用の非負制約を与えると, 研究開発競
争時には内点均衡があり,研究開発協力時には端点均衡のみがあるような場合が存在するこ
と. そして内点均衡があることを前提とする外生変数の範囲は, 先行研究が想定している
よりも狭くなること. 第二に, ゲームの均衡が内点均衡になる条件をモデルの 3つの外生変
数, 費用係数, 逆需要関数の切片 (demand intercept), 第 1段階での限界費用, の関係で示せ
ること. 第三に, 端点均衡がある場合も, 対称的な均衡を比較するならば, 技術スピルオー
バーが十分に大きい場合に, 研究開発協力の研究開発水準の合計は研究開発競争を上回る
か等しいこと. 第四に, 内点均衡が存在し, なおかつそれが安定的である範囲が明らかにな
ること.
第 4章は, 情報セキュリティ投資と研究開発投資とを行なう企業の戦略的投資について論
じる本論文の中心となる部分である21. そこで, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデ
19Henriques (1990); Amir and Wooders (1998); Amir et al. (2008)などが代表的である.
20数少ない例外としては, Amir et al. (2011) がある. 技術スピルオーバーがない状態で, 均衡が
(0; c); (c; c); (0; 0); (c; 0)になる場合について純利潤関数を分類して産業再編について議論している.
21第 4章は河重 (2015)を加筆修正したものである.
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ルを拡張して, 技術スピルオーバーがあるときに, 情報セキュリティ投資と研究開発投資と
を市場でのクールノー競争に先立って同時に行なう 2つの企業の 2段階ゲームを定式化し
て分析する. このときゲームの均衡として部分ゲーム完全均衡を用いる.
4.2節では, 逆需要関数関数と費用関数を一般的な形で与えてモデル化をおこなう. それ
を用いて, 情報セキュリティ投資が利潤に与える効果を戦略的効果と直接効果とに分解し
て, それぞれがどのように利潤に対して影響を与えるのかが, 明瞭に区別できるように示し
た. そして, 企業が情報セキュリティ投資を行うとき, 利潤が増加するための条件を明らか
にする.
4.3節では, 逆需要関数関数と費用関数を線形関数で与えて, 企業の最適な戦略を求める.
それを用いて, まず競争相手の情報セキュリティ水準の増加が自社の情報セキュリティ水準
に与える効果を調べる. また同様に, 競争相手の研究開発水準の増加が自社の情報セキュリ
ティ水準に与える効果も調べる.
4.4節では, 市場の規模の変化と技術スピルオーバーの度合いの変化とに対する各企業の
均衡戦略の変化を示す. また, 前節で求めたゲームの均衡と情報セキュリティ投資を全ての
企業が行わない場合のゲームの均衡とにおける社会全体での研究開発水準をそれぞれ比較
して, 社会全体での研究開発水準を高めるための条件について考察する.
第 4章では以下の結果を得た. まず第一に, 情報セキュリティ投資による利潤への影響の
基本的な特徴が, 直接効果と戦略的効果とに分解されて明らかになる. 第二に, 情報セキュ
リティ水準による戦略的効果が情報セキュリティ投資の限界投資費用よりも大きいとき, 情
報セキュリティ水準が正の値で純利潤が最大となることが明らかになる. 第三に, 競争相手
の情報セキュリティ水準の増加が自社の情報セキュリティ水準を減少させることを示して,
各企業の情報セキュリティ投資は戦略的代替の関係にあることが明らかになる. 一方, 競争
相手の研究開発水準の増加は, 技術スピルオーバーが大きいときには自社の情報セキュリ
ティ水準を増加させ, 技術スピルオーバーが小さいときには反対に自社の情報セキュリティ
水準を減少させることを示して, この戦略的関係は技術スピルオーバーの大きさに依存す
ることを明らかになる. 第四に, ゲームの均衡において, 逆需要関数が上へシフトするとき
情報セキュリティ水準が増加することがあきらかになる. つまり市場規模が縮小するとき
情報セキュリティ水準は減少する. また, 均衡において技術の拡散の可能性が高まるとき,
情報セキュリティ投資の投資費用が大きいときに限って, 情報セキュリティ水準が増加する
ことが明らかになる. 第五に, 均衡において各企業が情報セキュリティ投資を行わないとコ
ミットした場合には, 各企業が情報セキュリティ投資を行う場合よりも企業の研究開発水準
が高くなることが明らかになる.
第 5章では, 本論文で行なった企業の情報セキュリティ投資戦略に対する分析の総括を行
なう. また, これらの分析をふまえたうえで今後の企業の情報資源管理への戦略研究の方向
性について検討を行なう.
最後に各章で適宜用いられる式や命題の証明を集めた付録と参考文献とを掲げる.
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第2章 技術スピルオーバー:先行研究の概
観と再検討
本章では,戦略的投資と技術スピルオーバーの分析をした先行研究の概観と, d'Aspremont
and Jacquemin (1988)のモデルの再検討をする.
2.1節では, まず, 戦略的投資と技術スピルオーバーの分析をした先駆的な研究の概観を
する. つぎに, 戦略的投資と技術スピルオーバーの分析手法を共同研究の研究に適用する
ことで, その後の研究に転機を与えた d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを概観
する. d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルは本論文でも基本モデルとして拡張を
行っているので,他の先行研究よりも詳細に概観する. つぎに, d'Aspremont and Jacquemin
(1988)基本として, 技術スピルオーバーが競争相手に与える効果の大きさ (実効技術スピル
オーバー)を企業が変化可能にするようにモデル拡張をした先行研究を概観する. つぎに,
多段階ゲームに拡張された研究の中で, 意思決定点 (手番)で企業が決定する戦略変数の数
と手番の前後関係に着目して先行研究を概観する.
2.2節では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを一般化して再検討する. 具体
的には逆需要関数と費用関数に一般形式の関数を与えて, 技術スピルオーバーによる戦略
的効果の基本的な特徴を考察する.
2.3節で本章のまとめをする.
2.1 先行研究概観
2.1.1 技術スピルオーバーの定式化と戦略的効果
本論文は技術スピルオーバーのもとで, 2種類の戦略的投資を決定する複占の 2段階ゲー
ムを分析する. そこで, 本節では先駆的な研究と産業の形態に基づいて拡張された初期の研
究を概観する.
2段階ゲームによる戦略的投資の分析の先駆的な研究は, Brander and Spencer (1983)で
ある. Brander and Spencer (1983)は, 技術スピルオーバーはともなわないものの, ゲーム
理論による企業間の相互作用を分析する手法の理論的な基礎となっている. また, 1段階の
ゲームにおける技術スピルオーバーの分析の先駆的な研究には, Spence (1984)がある.
技術スピルオーバーをともなった複占の 2段階ゲームによる研究開発投資の分析と技術
スピルオーバーの分析は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)が嚆矢である. d'Aspremont
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and Jacquemin (1988)は共同研究の分析に技術スピルオーバーと戦略的投資の分析手法を
応用した. d'Aspremont and Jacquemin (1988)は, 共同研究に関する後継研究だけではな
く, 技術スピルオーバーをともなう戦略的投資をあつかったその後の研究の理論的な展開
を支える基本モデルとなった1.
共同研究に関しては, Suzumura (1992)が, d'Aspremont and Jacquemin (1988)を複占か
ら寡占に拡張し, さらに費用関数を一般化して分析を行なった. Kamien et al. (1992) は, 共
同研究を 4つの種類に分類して利潤と経済厚生に技術スピルオーバーが与える影響を分析
した.
共同研究の研究を中心として, その後の研究では d'Aspremont and Jacquemin (1988)と
Suzumura (1992)とKamien et al. (1992)の 3つが基礎的なモデルとなり, さまざまな経済
現象を分析するためにモデルの拡張が行なわれている2.
以下では, 産業の形態にあわせてモデルの拡張を行った研究を示す. まず, Suzumura and
Yanagawa (1993)は, Suzumura (1992)のモデルを価格競争のモデルに変更して分析を行
なった. また, Steurs (1995)は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)を 1つの産業から 2つ
の産業へと拡張して, 産業間での技術スピルオーバーを分析を行なった. これらの研究は水
平な技術スピルオーバーをあつかったものである. 一方, 垂直方向の技術スピルオーバーを
分析した研究には, Riggs and Von Hippel (1994), Lee (1996)がある.
さらに, Henriques (1990), Amir et al. (2003), Amir et al. (2008)では, 均衡の存在条件や
安定性が詳細に分析されて均衡の精緻化 (renement)が行なわれた.
一方, Kamien and Zang (2000), Gil Molto et al. (2005), Gill (2008)などでは, 情報管理
や知的財産に関する経済学 (knowledge-based economics)としての発展もみせている3.
2.1.2 d'Aspremont and Jacquemin (1988)の概観
d'Aspremont and Jacquemin (1988)は,技術スピルオーバーが存在する市場でクールノー
競争を行なう複占企業による研究開発投資競争を, 2段階ゲームとしてモデル化した. 第 1
段階で各企業は研究開発投資を行う. 研究開発投資にかかる費用は規模に対して収穫逓減
する. 研究開発投資は, 第 2段階でのそれぞれの限界費用を削減する.
上記の仮定のもとでどちらの企業も自社の純利潤 (収入 (価格 供給量)から生産に要し
た費用 (限界費用 供給量)と研究開発投資費用とを引いた残差)を最大にするように研究
開発投資を決定する. さらに第 2段階では粗利潤 (収入から生産に要した総費用を引いた残
差で純利潤とは区別される)を最大にするように供給量を決定する.
1Google scholar によれば引用件数は 2000を超える. Tirole (1988)では, 技術スピルオーバーは独立した
項目もなく, 模倣やただ乗り (free ride)という文脈で現れる程度で, そのあつかいは特許などと比べて小さい.
また, 共同研究についても同程度の扱いしかない.
2De Bondt (1997)は, これらの初期の研究に対する概観である
3Kultti and Takalo (1998)は技術スピルオーバーではないが, 研究開発を行った後に競争相手と技術情報
の交換を行うモデルを分析した.
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このとき, 研究開発投資によって自社の限界費用が低くなると最適な供給量が増加して,
粗利潤は増加する. これを研究開発投資による粗利潤への直接効果と呼ぶ. 研究開発にこ
のような効果があることは一般的に認識されている.
その一方で自社の供給量の増加が競争相手の供給量を減少させ, 自社の利潤を増加させ
る効果がある. クールノー競争では供給量は戦略的代替の関係にあるために戦略の相互作
用が発生する. これを投資による粗利潤への戦略的効果と呼ぶ.
ところで, 技術スピルオーバーは各企業の研究開発の成果を競争相手に流出させて競争
相手の限界費用を削減する. そして, 限界費用削減量にあわせて, 競争相手は第 2段階での
供給量を増加させる4. 競争相手の供給量の増加は自社の利潤にマイナスに働く.
この状況を d'Aspremont and Jacquemin (1988)は, 外生的に与えた技術スピルオーバー
を組み込んだ線形の関数で限界費用を表現して, 簡潔であつかい易いモデルを作り出した.
これが後に数多くの派生研究を産み出したひとつの原因である5.
では, 具体的に d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルを概観する.
第 1段階において, 同質な財を供給する第 i企業 (i = 1; 2)が, 研究開発水準 xiを同時に
決定する. このとき, 研究開発投資費用を x2i =2であらわす.  > 0は費用係数である. 技
術スピルオーバーは外生的に与えられて  2 [0; 1]とし, 両企業が研究開発を行わない場合
の限界費用を cとして, 第 2段階での限界費用は
ci = c  xi   xj (2.1)
であらわす.
第 2段階において, 財の総供給量をQ, 価格を p, 逆需要関数を p = P (Q) = a   bQであ
らわす. ここで, a > c > 0とする. 企業 iの供給量を qiとして, 費用関数をCi(qi) = ciqiで
あらわす.
したがって, 第 2段階での企業 iの粗利潤は
i(q1; q2) = [a  (q1 + q2)  ci]qi;
となる.
第 2段階のクールノー均衡における供給量は qi = (a  2ci + cj)=(3b)なので, 限界費用を
代入して
qi (xi; xj) =
(a  c) + (2  )xi   (1  2)xj
3b
; (2.2)
を得る.
よって, 純利潤は
i(xi; xj) =
[(a  c) + (2  )xi   (1  2)xj]2
9b
  x
2
i
2
;
4もし技術スピルオーバーがなければクールノー競争に先立つ費用削減投資による戦略的効果は自社に対
してプラスに働く事が知られている (Fudenberg and Tirole, 1984).
5Kamien et al. (1992)で研究開発投資が限界費用に与える影響を d'Aspremont and Jacquemin (1988)と
は異なるのモデル化をしているが, Kamien and Zang (2000)では, 「著者であることをやめて (forsaking)」
d'Aspremont and Jacquemin (1988)を拡張してモデル化をしている.
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となる.
第 1段階において企業 iはi(xi; xj)を最大にするように xiを選択する. よって, ゲーム
の均衡における研究開発水準
xi =
2(2  )(a  c)
9b   2(2  )(1 + ) ;
が得られる.
最後に d'Aspremont and Jacquemin (1988)による共同研究のモデル化とゲームの均衡と
を示す. 共同研究の場合に各企業が最大化する純利潤は, 上で定義した各企業それぞれの純
利潤iの合計であるとして,
i+j = i +j
と定めた. 各企業はこの合計純利潤を最大にするように xiを選択する. この時対称ゲーム
の解,
x^ =
2(1 + )(a  c)
9b   2(1 + )2 ;
が得られる.
2.1.3 実効技術スピルオーバーを変える
本論文では技術スピルオーバーによって流出した技術情報が競争相手の限界費用を削減
する量の事を実効技術スピルオーバーと呼ぶ. 本論文では, 情報セキュリティ投資が競争相
手の費用に与える影響を実効技術スピルオーバーの大きさで表わす.
d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルでは実効技術スピルオーバーの大きさをプ
レイヤーである企業は変化させることはできない.
本節では実効技術スピルオーバーの大きさを企業が変化させてあつかえるようにした研
究について概観する. さまざまな経済現象を反映するために, 企業が何らかの行動によって
実効技術スピルオーバーを変えることができるようなモデル拡張が後継研究では行われて
いる.
Poyago-Theotoky (1999)のモデルはこのような拡張の嚆矢であり, 単純に無償で企業が
実効技術スピルオーバーを完全に管理できるという仮定をおく. このとき, 企業は研究開発
競争では実効技術スピルオーバーが全くなく, 共同研究では実効技術スピルオーバーが最
大 (全ての技術スピルオーバーが効果的)になるように管理するとした.
その後, 企業の間に存在する技術水準や地理の「距離」が実効技術スピルオーバーを表
すと解釈したモデルが研究された. これは, 「距離」が近いと技術スピルオーバーの影響
は大きくなるという仮説に基づいてモデル化されたもので, 共同研究の提携相手や研究拠
点の決定問題を分析するために考案された. まず, Kamien and Zang (2000)は技術スピル
オーバーを各社の技術領域の間の隔たりと解釈して, 共同研究を決定するときに技術領域
の遠近で相手を選択する問題として定式化した. そして, 技術的に近い企業どうしが共同研
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究を実施する理由は, 技術スピルオーバーを最大にするためであるとした. また, Piga and
Poyago-Theotoky (2005)は地理的な距離と解釈して, 企業が研究設備の立地を選択する問
題として定式化し, 財の差別化度合いによって企業の立地が離れることを明らかにした.
さらにAmir and Wooders (2000)以降, 技術スピルオーバーには外向きと内向きとがあ
るという考え方の研究が行われた. たとえば, ある従業員の競争相手への転職によって技術
の拡散が発生したとする. このとき, 転職元からみれば転職する従業員とともに技術情報が
外向きに技術スピルオーバーしたと見做す. 一方, 転職先の企業にとっての技術スピルオー
バーは内向きである. またAmir and Wooders (2000)は, 常に技術水準の高い企業からのみ
有益な情報はもたらされると考えた6.
このように向きを考えた解釈では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)は, xj が企業 i
にとっては内向きで企業 jにとっては外向きである. そして反対に, xiが企業 iにとって
は外向きで企業 jにとっては内向きである.
先行研究が向きに注目する理由として, 企業は自社が情報の送り手であることを好まず,
受け手であることだけを好むという特性がある. 式 (2.2)をみると xiが増加すると qi を減
少させ, 反対に 2xjの増加が qi を増加することからも, そういった特性は見受けられる.
しかしながら, 好むと好まざるとにかかわらず, 純粋な受け手になろうとしても送り手に
もなってしまうことをMilliou (2009)は明らかにして, reciprocity eect(互恵効果)と呼び,
製品差別化の度合いに依存することを示した. 具体的にはそれぞれの製品開発が補完的で
あれば, 外向き技術スピルオーバーによる負の効果よりも正の相互依存効果のほうが支配
的になるために, 技術の拡散を減らす誘因が少ないのであるとした.
このほかでは, Gill (2008)は外向き技術スピルオーバーのみに着目して, 先進的な企業に
よる情報の開示が自社の高い技術へのコミットであり, 競争相手へのシグナルとして機能
しているとして, これらの企業には情報を開示する誘因があり, そのとき内向きの技術スピ
ルオーバーは不必要であると結論した.
第 1章で述べた日本の鉄鋼業の事例では, 従業員の転職から見ても, また, 技術水準から
見た競争相手の研究開発の有益な度合いからも, 進んだ技術を持つ日本の企業からのみ技
術スピルオーバーは発生するように見える. しかしながら, 技術スピルオーバーには方向性
があるというような想定が現実的であるとはいえない. なぜならば, 転職した従業員は元の
企業の従業員と全く情報交換を行なわないと想定することは難しいし, その時に情報はど
ちら向きに流れているのかは明らかでない. また, 技術的に劣ると思われている企業の技術
情報が, 先進的な企業にとって全く役に立たないという想定が正しいとは限らない. Milliou
(2009)による, 受け手のみにはなれないという結論は, このような状況を表していると解釈
することも可能である.
したがって, この向きという考え方に対して本論文では, 技術スピルオーバーの度合いが
非対称であると考えることで解釈可能であると考える. たとえばクールノー競争の場合な
らば, 自社から競争相手への技術スピルオーバーを i, 競争相手からの技術スピルオーバー
6企業毎に研究開発の成果が役に立つかどうかは企業毎に異なると考えた
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を jとして式 (2.2)と同じようにクールノー均衡での供給量を求めると
qASi (xi; xj) =
(a  c) + (2  i)xi   (1  2j)xj
3b
;
となる. たとえば, j = 0としたならば企業 jの研究開発から得られる費用の削減分は 0と
なるので, 企業 iには内向きの技術スピルオーバーは無いという説明と同じになる.
2.1.4 情報セキュリティ投資と研究開発投資の前後関係
本論文では両企業がともに, 研究開発と情報セキュリティとの 2種類の投資を第 1段階で
同時に決定する. そこで意思決定点 (手番)で企業が決定する戦略的行動の種類と手番への
割り当てについて先行研究を概観する. 技術スピルオーバーをあつかった経済分析の特徴
は, ほぼ全てが時間を通して行なわれるゲームであるために, 多段階ゲームとして定式化さ
れる点にある.
プレイヤーが決定可能な戦略的行動が複数種類ある場合, その数だけゲームの段数を用
意して, 各手番で 1つの戦略的行動を最適化するようにモデルを立てるのが一般的である.
そして, 手番の前後関係の違いがゲームの結果に影響を与えることは一般的に知られてい
る. 一方で, プレイヤーが複数の事象を操作可能な場合に, それらをひとつの手番で決定す
るのは順次決定するのと比べて最大化問題の条件設定と解の導出が煩雑になる.
Gil Molto et al. (2005)は情報の共有水準と研究開発投資とを決定する複占の場合に, 情
報の共有水準を研究開発に先立って決定すると, フリー・ライダー問題を引き起こすとし
た7. つまり, d'Aspremont and Jacquemin (1988)をはじめとする共同研究の研究では, 研
究開発投資を決定した後に研究開発競争か共同研究かを決めることで, 技術スピルオーバー
の影響を分析している. その結果, 研究開発競争では企業は技術スピルオーバーを最小化し
ようとして, 反対に共同研究では技術スピルオーバーを最大化しようとする. しかしなが
ら, Gil Molto et al. (2005)は研究開発を始める前に投資する技術領域を選択する, つまり
お互いの技術領域の「距離」をあらかじめ決めることで, 技術スピルオーバーの影響を管理
するようにモデル化して, 手番の順序を反対にすると研究開発競争も共同研究も技術スピ
ルオーバーを最小化しようとすることを示した.
ところで, 多くの先行研究では前後関係が問題視されているが, 複数種類の戦略的行動を
ひとつの手番で一度に行う場合の検討はあまり行なわれていない. 現実には一度に 2つの
意思決定を行わなければならない場合もある. そして, この前後関係の問題を回避する事が
可能で異なる結果になる場合もあるために検討する余地がある. しかしその一方で最大化
問題の条件設定とゲームを解くこととが煩雑になるという欠点があるために, 検討はあま
り行なわれていないものと考える. 具体的には, 同時に複数の意思決定を行う場合, 最大化
7Poyago-Theotoky (1999), Lambertini et al. (2004), Atallah (2005) は研究開発を決定した後に情報の共
有水準を決定する. 一方, Piga and Poyago-Theotoky (2005), Milliou (2009)では, 研究開発を決定する前に
情報の共有水準を決定する
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問題の目的関数 (たとえば粗利潤)が多変数関数になるので, 大域での最適解を保証するた
めの条件である目的関数が凹という条件が, 順次 1つの意思決定を行なう場合 (目的関数は
1変数関数)と比べて煩雑になる. さらに均衡を求めるための連立方程式は複雑になり解を
求めること自体も煩雑になる. その一方で, 順次 1つの意思決定を行う場合は比較的煩雑で
はないとはいうものの, たとえば戦略的行動の種類が 2つあって, 2人のプレイヤーがゲー
ムをする場合に, 前後関係の組み合わせは 4通りになる.
この意思決定点の前後関係については情報集合の設定ともあわせて, 分析を行なう状況
に合わせてさまざまに設定される上に, 解の求めやすさという技術的な面をも含んで, 多様
なモデルの存在を可能にしている.
本論文では両企業がともに, 研究開発と情報セキュリティとの 2つの投資を第 1段階で同
時に決定して, その結果を各企業が観察したのちに, 市場でクールノー競争を行なう 2段階
モデルとした. この理由は, まず, 実際には研究開発投資と情報セキュリティ投資とが一度
に決定されると考えたとしても, 現実から大きく乖離することは無いであろうと考えるこ
と. つぎに, 意思決定の前後関係は本論文が明らかにしたい現実の一面ではないこと. そし
て, 分析をする際に基準としている d'Aspremont and Jacquemin (1988)と研究開発に関し
ては同じために比較が容易であることである.
2.2 d'Aspremont and Jacquemin (1988)の再検討
d'Aspremont and Jacquemin (1988)では, 均衡を直接求める過程で戦略的効果が隠され
てしまっているために, 研究開発投資による粗利潤に対する戦略的効果が直観的ではない.
そこで本節では, 第 i企業 (i = 1; 2)による供給量を qi, 逆需要関数を P (qi; qj), 費用関数
をCi(qi)として与えて, モデルを一般化して再構築して, 戦略的効果と直接効果とに分解し
て検討する. また, 技術スピルオーバーの大きさが戦略的効果に与える影響を検討する.
モデルを構築する. クールノー競争をする企業 1と企業 2とによる 2段階ゲームとする.
ゲームの第 1段階で, 市場に同質な財を供給する企業 i(= 1; 2)は, 純利潤を最大にするよ
うに研究開発水準 xiを同時に決定する. 研究開発水準 xiを実現するために研究開発投資
R(xi)を要し, R(xi)は凸の増加関数 (R0 > 0かつR00 > 0)とする8.
ゲームの第 2段階で企業 iは競争相手の研究開発水準を観察した後にクールノー市場で,
粗利潤を最大にするように供給量 qi( 0)を同時に決定する. 第 2段階における企業 iの費
用をCi(qi)とし, qiについて増加するものとする.
逆需要関数を P (qi; qj)とすると, 企業 iの粗利潤は
i(qi; qj) = P (qi; qj)qi   Ci(qi);
8研究開発水準とは, より高度な技術水準を用いることでより多くの費用削減額を得ると解釈すると, 研究
開発は技術の高さに対して収穫逓減と考えることができる. あるいは単純に, 研究開発水準を研究の規模と考
えたときには, 研究の規模が大きいほど多くの費用削減額を得ると解釈できて, その時には, 規模に対して収
穫逓減すると解釈できる.
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であらわされる.
一方, 第 2段階における企業 iの費用は, 自社の研究開発水準と競争相手からの技術スピ
ルオーバーによって減少するものとする. よって, Ci(qi)を C^i(qi; xi; xj), j(= 1; 2) 6= iと書
き換える. C^i(qi; xi; xj)は, qiについて増加し, また xi, xjについて減少するものとする.
よって, 純利潤
i(qi; qj; xi; xj) = P (qi; qj)qi   C^i(qi; xi; xj) R(xi);
が得られる. 企業 iの目的はiを最大にするように xiを決定することである.
以下では, xiがiに与える影響を直接効果と戦略的効果とに分解する. 第 2段階でクー
ルノー均衡が成立するとして, そのときの供給量をそれぞれ qi = q^i (xi; xj), qj = q^j (xi; xj)
とおくと, クールノー均衡における純利潤は
i(q

i ; q

j ; xi; xj) = P (q

i ; q

j )q

i   C^i(qi ; xi; xj) R(xi);
となる. さらにi(qi ; qj ; xi; xj)は xiと xjの関数とみなせるので ^i(xi; xj)とし, xiによる
導関数
@^i
@xi
=

@P
@qi
qi + P

@q^i
@xi
+
@P
@qj
qi
@q^j
@xi
 
"
@C^i
@qi
@q^i
@xi
+
@C^i
@xi
#
 R0(xi)
を得る. さらにこの式は
@^i
@xi
=
"
@P
@qi
qi + P  
@C^i
@qi
#
@q^i
@xi
+
@P
@qj
qi
@q^j
@xi
  @C^i
@xi
 R0(xi)
と書ける. さらに第 2段階での最適化によって @i=@qi = (@P=@qi)qi + P   @Ci=@qi = 0な
ので, この式の右辺第 1項の [ ]の中は 0となる. また, @i=@qj = (@P=@qj)qiなので上の
式は,
@^i
@xi
=  @C^i
@xi
+
@i
@qj
@q^j
@xi
 R0(xi)
と書き直す事ができる.
この式は, 右辺の第 1項が研究開発の直接効果を, 第 2項が戦略的効果を, 第 3項が限界
投資費用を表している. さらにくわしく解釈すると, まず, 第 1項は研究開発の効果で費用
が減少して純利潤が増加する様子を表している. @C^i=@xi < 0なので, xiが増加すると第 1
項は ^i(xi; xj)を増加させる.
一方, 第 2項は企業 iの研究開発水準 xiの効果が企業 jの第 2段階での行動 qj に影響を
与えて, その qj の変化が企業 iの粗利潤に影響を与える様子をあらわしている. 同質的な
クールノー市場では競争相手の供給量の変化に対して @i=@qj < 0となるので, 第 2項の前
半部分 @i=@qj の符号は負になる9. 後半部分の @q^j=@xiは, 企業 iの研究開発水準が qj に
与える効果を表している. この符号について以下で考える.
9詳細については清野 (1993)を参照されたい.
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まず,技術スピルオーバーが無いときは, xiの増加は企業 iの費用を削減する. そしてクー
ルノー競争における企業 iの最適反応曲線は右上へ移動する. その結果, 企業 jの供給量 qj
はそれまでよりも減少する.
しかしながら, 技術スピルオーバーが有るときは, xiの増加は企業 jの費用も削減する.
そして企業 jの最適反応曲線は右上へ移動する. その結果, 企業 jの供給量 qjはそれまでよ
りも増加する.
つまり, xiの変化による qj の減少分と増加分との和によって qj が増加するか減少するか
が決まる. @q^j=@xiの符号が変わる点がその境界あらわす. そしてこれは技術スピルオー
バーの大きさによって変化する.
そこで, 技術スピルオーバーの程度を  2 [0; 1]であらわして, をスピルオーバー係数
と呼ぶ. スピルオーバー係数は,  = 0のとき技術スピルオーバーが発生しないことをあ
らわし,  > 0のときは技術スピルオーバーが存在することをあらわすとする. ここで,
@qi =@xi = 0となるとき, つまり上で述べた境界にあるときの技術スピルオーバーを  = 
とする. このとき,  < では @q^j=@xi < 0となり, その反対に  > では @q^j=@xi > 0と
予測できる. つまりスピルオーバー係数 がある値よりも大きくなると, 戦略的効果は粗利
潤にマイナスの影響を与えると考える事ができる.
では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)では, の影響を確認する. まず, 戦略的効果の
前半部分 @i=@qjの符号は負である. 確認は付録A.1参照の事. つづく後半部分の @q^j=@xi
については, 式 (2.2)から類推して
@q^j
@xi
=  1  2
3b
;
を導く事ができる. よって, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデル設定では  = 1=2
で @q^j=@xiの符号が反転する. つまり,  < 1=2ならば, @q^j=@xi < 0となり研究開発水準 xi
による戦略的効果は正の値をとる. 反対に,  > 1=2ならば @q^j=@xi > 0となり研究開発水
準 xiによる戦略的効果は負の値をとることがわかる.
以上をまとめると, 研究開発投資が純利潤に与える影響は, 粗利潤の変化分と研究開発の
限界投資費用との和であり, 粗利潤の変化分は, 研究開発投資の直接効果と戦略的効果との
和である. そして, 技術スピルオーバーが存在しないとき ( = 0)には, 直接効果によって自
社の限界費用が減少して供給量が増加するために粗利潤は増加する. このときクールノー
競争での供給量は戦略的代替の関係にあるために競争相手の供給量は減少して, 自社の粗
利潤を増加させる. 一方, 技術スピルオーバーが存在するとき ( > 0)には, 自社の研究開
発水準 xiが技術スピルオーバーを介して競争相手の限界費用を削減して, 競争相手の供給
量 qj は増加する. そして, 戦略的代替の関係にあるために自社の粗利潤は減少する. さらに
戦略的効果は技術スピルオーバーの効果が小さいときには粗利潤を増加させるが, 反対に
大きいときには粗利潤を減少させる.
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2.3 まとめ
上でみたように, さらなる研究開発への誘因や共同研究への誘因に技術スピルオーバー
は何らかの影響を与えることが, 全ての研究に統一的な考え方であることがわかる. こうし
た細かい組み合わせや重み付けを考えることが技術スピルオーバーと研究開発との関連性
に対する研究を多岐にわたらせる原因である10. なお, 均衡の精緻化に関する先行研究につ
いては, 技術的な話題なので本章ではとくには触れなかった. これに関しては第 3章で詳細
にあつかう.
最後に本論文が第 4章で用いるモデルの設定を示す. まず, 実効技術スピルオーバーの一
部あるいは全部を情報セキュリティ投資によって管理する企業の行動をモデル化する. こ
のとき外生的に与えられるスピルオーバー係数は各企業ともに共通である. さらに, 研究開
発と情報セキュリティとの投資を第 1段階で一度に行ない, その後に市場でクールノー競争
を行なう 2段階ゲームである. また, ゲームの均衡として部分ゲーム完全均衡を用いる.
10Shy (1996)は, 序章で問題解決のための一般的な方法論などないとしたうえで, 「それだから, 新しい問
題に立ち向かうときにはいつでも, 私たちは大概, 特別なその場限りのモデル (ad hoc model)を構築する. け
れどもこの, その場限り, という言葉には悪い意味を与えるべきではない (著者訳))」と言っている.
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第3章 費用の非負制約を考慮した研究開
発の協力と競争
3.1 はじめに
本章では, 前章で概観した d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに基づいて, 限
界費用が非負であるような均衡の存在条件を考察する. この限界費用の非負制約の問題を
本章であつかう理由は, 第 4章で情報セキュリティ投資に対する分析を行なう準備として,
均衡の存在条件を明らかにしておく必要があると考えるからである.
d'Aspremont and Jacquemin (1988)では限界費用の非負制約を仮定している. しかしな
がら, 均衡を求める過程では制約条件を無視した形で利潤最大化をしている. 制約が与えた
場合には, 得られた均衡について制約条件を満たしていることを確認する必要がある. ただ
し, 限界費用負の値をとることを許すならば均衡を求める過程に数学的な問題はない.
しかしながら, これは現実的であるとは言えない. つまり, 限界費用が負であることを許
すならば, 限界費用が 0になる水準以上に研究開発水準は増加することが許されるからで
ある.
したがって,限界費用の非負制約を与えたときには除外しなければならない均衡がd'Aspremont
and Jacquemin (1988)の結果には含まれている可能性がある.
そこで, 本節では限界費用の非負制約について d'Aspremont and Jacquemin (1988)を再
検討する. 具体的には, 得られた均衡について限界費用が正になる均衡 (以下,内点均衡)と
限界費用の非負制約が有効となり限界費用が 0になる均衡 (以下，端点均衡)が存在するか
どうかを検討する. つぎに, 内点均衡の存在は, 先行研究の分析手法が妥当であるための十
分条件であることから, 内点均衡が存在する外生変数の範囲について検討する. さらに, 限
界費用の非負制約を与えた場合でも,「技術スピルオーバーが十分に大きい場合に, 研究開
発協力の研究開発水準の合計は研究開発競争のそれを上回る」という先行研究の結果が常
に成立するかどうかについても検討する.
d'Aspremont and Jacquemin (1988)の後継研究には限界費用の非負制約を仮定した研究
もある1. また, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の均衡の精緻化について, 均衡の安定
性を中心に複数の研究が行われている. しかし, 限界費用の非負制約について議論している
研究は見かけない. 数少ない例外としてAmir et al. (2011)は, 技術スピルオーバーがない
1Suzumura (1992); Kamien et al. (1992); Steurs (1995) などは制約を明記している. 一方, Poyago-
Theotoky (1999); Qiu (1997)などは制約を明記していない.
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状態で, 企業が費用を 0にする場合と費用削減を全く行わない場合とが均衡となる場合に
ついて, 純利潤関数を分類して産業再編について分析している.
しかしながら, 技術スピルオーバーがあるときについて, 限界費用の非負制約を中心にす
えて考察している分析を見ない. したがって, 本章の分析は限界費用の非負制約についての
均衡の精緻化として既存研究を補完する役目を果たすと考える.
また, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルの均衡について, 先行研究に基づいて
安定性の確認も行う. 均衡の安定性は得られた均衡の妥当性を保証するもので, Henriques
(1990)は, d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルでは均衡が不安定になる場合があ
るということを指摘した. Amir and Wooders (1998)は, 内点均衡が不安定なときは端点均
衡が存在して, それが安定的であることを主張した. Amir et al. (2008)は, モデルを変更し,
安定性についての分析をさらに進めている.
本章で得られた結果は以下 4点である.
1. 限界費用の非負制約を与えると,研究開発競争時には内点均衡があり,研究開発協力時
には端点均衡のみがあるような場合が存在する. 内点均衡があることを前提とする外
生変数の範囲は, 先行研究が想定しているよりも狭い.
2. ゲームの均衡が内点均衡になる条件をモデルの 3つの外生変数, 費用係数, 逆需要関
数の切片 (demand intercept), 第 1段階での限界費用, の関係で示すことができる.
3. 端点均衡がある場合も,対称的な均衡を比較するならば,技術スピルオーバーが十分に
大きい場合に, 研究開発協力の研究開発水準の合計は研究開発競争を上回るか等しい.
4. 数値例によって, 内点均衡が存在し, なおかつそれが安定的である範囲を示すことが
できる.
本章の構成は以下のとおりである. 3.2節では, 3.2.1項で, d'Aspremont and Jacquemin
(1988)にしたがい基本モデルを定式化する. 3.2.2項では, 最適反応と均衡を示す. 3.2.3項
では, Shy (1996);pp.229{233, の分析結果を例として, 得られたゲームの均衡において限界
費用が負の値をとることをしめすことで, 限界費用の非負制約を考慮しないことで発生す
る問題を明らかにする. 3.3節では, 3.3.1項で, 限界費用の非負制約によって戦略の組を 4
つの領域に分ける. 3.3.2項では, 前項の領域ごとに企業の純利潤関数を構築する. 3.4節で
は, 前項で定式化したモデルに基づいて数値演算による均衡の分析を行なう. 3.4.1項では
数値計算のアルゴリズムを示す. 3.4.2項で研究開発競争時のゲームの均衡を, 3.4.3項では
研究開発協力時のゲームの均衡を示し, 端点均衡の存在を明らかにする. 3.5節では, 均衡
の存在条件を明らかにする. まず, 解析的に内点均衡が存在する外生変数の領域を明らかに
する. つぎに, 端点均衡の場合, 端点均衡が対称である場合は, 先行研究の結果が妥当であ
ることを示す. 3.6節では結論を述べる.
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3.2 限界費用の非負制約問題
本節では, 前章で概観した d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルにおいて, 限界
費用の非負制約を考えない場合に発生する問題を明らかにする.
3.2.1 基本モデルの設定
本項では d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルに基づいた基本モデルを構築する.
d'Aspremont and Jacquemin (1988)のモデルは, 第 1段階で研究開発を行い, 第 2段階で
クールノー市場で競争をする対称な企業の複占による 2段階ゲームである.
第 1段階において, 第 i企業 (i = 1; 2)に決定される研究開発水準を xi, 研究開発投資費用
を x2i =2であらわす.  > 0は費用係数である. 各企業は研究開発水準をそれぞれ同時に決
定する. 技術スピルオーバーを  2 [0; 1], 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用を
c, 第 2段階での限界費用を
ci = c  xi   xj (3.1)
であらわす.
第 2段階において, 財の総供給量をQ, 価格を p, 逆需要関数を p = P (Q) = a Qであら
わす2. ここで, a > c > 0とする. 各企業による供給量を qi, 費用関数を Ci(qi) = ciqiであ
らわす.
したがって, 第 2段階での企業 iの粗利潤は
i(q1; q2) = [a  (q1 + q2)  ci]qi;
となる.
第 2段階のクールノー均衡における供給量 (qi ; qj )は次式で与えられる.
qi =
a  2ci + cj
3
; qj =
a  2cj + ci
3
:
ゲームの均衡は部分ゲーム完全均衡である. よって, クールノー均衡での粗利潤 (qi ; qj )
より, 第 1段階の純利潤は
i(xi; xj) =
1
9
[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2   
2
x2i ;
となる.
研究開発競争時に企業 iは, i(xi; xj)が最大になるように xiを決定するものとする.
2d'Aspremont and Jacquemin (1988)では P (Q) = a  bQであるが, 本論文では b = 1とおいて単純化し
て議論する.
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一方, 両企業の純利潤の合計は
i+j(xi; xj) =
1
9
[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2   
2
x2i +
1
9
[a  2(c  xj   xi) + (c  xi   xj)]2   
2
x2j ;
となる.
研究開発協力時に企業 iは, i+j(xi; xj)が最大になるように xiを決定するものとする.
3.2.2 最適反応と均衡
研究開発競争時の企業 iの最適反応対応3 は
RNCi (xj) =
2(2  )[a  c  (1  2)xj]
9   2(2  )2 ; (3.2)
ゲームの均衡における供給量は
xi = x

j =
2(2  )(a  c)
9   2(2  )(1 + ) ; (3.3)
である.
一方, 研究開発協力時の企業の最適反応対応は
RCi (xj) =
2(1 + )(a  c)  4(2  )(1  2)xj
9   2(52   8 + 5) ; (3.4)
ゲームの均衡における供給量は
xi = x

j =
2(1 + )(a  c)
9   2(1 + )2 ; (3.5)
である.
3.2.3 Shyの数値例
本項では, Shy (1996)の数値例を用いて, 得られたゲームの均衡において限界費用が負の
値をとることを示す. ただし, Shy (1996)は限界費用に非負制約を与えていないことに注意
せよ.
3best response correspondence に最適反応対応という訳語をあてる. 岡田 (1996)は best response に最
適応答という訳語をあてているが, 武藤 (2001); 渡辺 (2008); 奥野 (2008)などでは, best response に最適反
応という訳語をあてている. よって, 本論文では best response の訳語は最適反応とする.
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Shy (1996)は,  = 1,  2 ((3  p7)=2; 1), a=100, c = 50として分析をした4. したがっ
て, 限界費用は ci = 50 xi xjとなり, 研究開発競争時のゲームの均衡における供給量は
xNCi = x
NC
j =
50(2  )
4:5  (2  )(1 + ) ; (3.6)
研究開発協力時のゲームの均衡における供給量は
xCi = x
C
j =
50(1 + )
4:5  (1 + )2 (3.7)
となる.
たとえば,  = 3=4のときに研究開発協力時のゲームの均衡における研究開発水準は,
xCi j=3=4 = xCj j=3=4 =
50(3=4 + 1)
9=2  (3=4 + 1)2 =
1400
23
' 60:87;
となる. この解を式 (3.1)の限界費用関数に代入すると
cCi j=3=4 = 50 
1400
23
  3
4
1400
23
=  1300
23
'  56:5;
となって第 2段階の限界費用は負の値をとる.
いま限界費用が非負 (ci  0)という制約を課したならば, xCi  200=7 ' 28:6となる.
3.3 モデル
本節では, 前節のモデルの限界費用関数の定義に限界費用の非負制約の条件を加えて拡
張する. この拡張によって場合分けした 4つの純利潤関数を示す.
3.3.1 限界費用の非負制約, 内点均衡, 端点均衡
限界費用 ciを以下のように拡張する.
ci = maxf0; c  xi   xjg; i = 1; 2, j 6= i, (3.8)
これ以降, 均衡における研究開発水準について ci > 0となるとき, 均衡を内点均衡とよぶ.
一方, ci  0となるとき, 均衡を端点均衡とよぶ.
非負の戦略の組 (xi; xj  0)は, 限界費用の非負制約によって以下の (1)から (4)のどれ
かの領域に属する. (1)c   xi   xj > 0 かつ c   xj   xi > 0, (2)c   xi   xj > 0 かつ
4 に対する制約条件の最小値 (3 p7)=2は, ゲームの均衡の安定性を確保するために設定されたもので
ある. Henriques (1990)を参照のこと.
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c   xj   xi  0, (3)c   xi   xj  0 かつ c   xj   xi > 0, (4)c   xi   xj  0 かつ
c  xj   xi  0.
図 3.1は, 上記の限界費用の非負制約の境界線をグラフに表したものである. ここでは
c = 50である. 領域 (1)はOAEBの内側 (網掛け部分)と点Aを除くOAと点Bを除くOB
とし, 領域 (2)はAEDの内側と点 E除いたAEとし, 領域 (3)はBECの内側と点 Eを除い
た ECとし, 領域 (4)はDECとそれよりも右上の領域である.
限界費用の非負制約を満足する戦略の組の属する領域は, 領域 (1)とAEB上の点である.
この戦略の組みの中で, 領域 (1)に属するゲームの均衡が内点均衡で, 限界費用の非負制約
が有効なときに境界線AEB上に属するゲームの均衡が端点均衡である.
領域 (1)の大きさは, が小さいほうが大きくなる. 図 3.1では, パネル (a)が  = 0:6で
パネル (b)が  = 0:4である. これは,  > とすると, c   xi   xj < c   xi   xj かつ
c  xj   xi < c  xj   xiよりわかる.
図 3.1: 限界費用の非負制約. c = 50. (a)  = 0:6 (b)  = 0:4. 領域 (1)とそれを囲む境界
線が, 限界費用の非負制約を満足する戦略の組の存在領域.
3.3.2 純利潤関数
本項では,前項で定義した制約条件ごとに, iとi+jをそれぞれ定義する. i, i+j
ともに, 4つの式は上から順に領域 (1)から (4)と一致する.
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まずiは,
i(xi; xj) =
8>>>>>>>>>>>>>><>>>>>>>>>>>>>>:
1
9
[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2   
2
x2i
if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi > 0;
1
9
[a  2(c  xi   xj)]2   
2
x2i
if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi  0;
1
9
[a+ (c  xj   xi)]2   
2
x2i
if c  xi   xj  0 and c  xj   xi > 0;
a2
9
  
2
x2i if c  xi   xj  0 and c  xj   xi  0:
(3.9)
となる. 一方, 純利潤の合計は
i+j(xi; xj) = i(xi; xj) + j(xi; xj) (3.10)
=
8>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>><>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>>:
1
9
[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2+
1
9
[a  2(c  xj   xi) + (c  xi   xj)]2 

2
x2i  

2
x2j if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi > 0;
1
9
[a  2(c  xi   xj)]2 + 1
9
[a+ (c  xi   xj)]2   
2
x2i  
1
2
x2j
if c  xi   xj > 0 and c  xj   xi  0;
1
9
[a+ (c  xj   xi)]2 + 1
9
[a  2(c+ xj   xi)]2   
2
x2i  

2
x2j
if c  xi   xj  0 and c  xj   xi > 0;
2
9
a2   
2
x2i  

2
x2j
if c  xi   xj  0 and c  xj   xi  0:
となる.
なお, 本章ではクールノー均衡は対称な内点均衡を仮定する. 一般に線形逆需要関数に直
面する 2つの企業によるクールノー競争では, ci = cjとなるとき, ナッシュ均衡は対称な内
点均衡になる. しかしながら, 限界費用の非負制約を与えるならば, 研究開発協力時と研究
開発競争時のゲームの均衡が非対称な端点均衡になる場合があり, ci 6= cjとなるが, 本章で
はあつかわない.
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3.4 数値例による均衡の分析
本節では, 数値計算によって最適反応対応をもとめる. まず, 数値計算で用いたアルゴリ
ズムを説明する. つぎに, 得られた結果を用いて限界費用の非負制約を与える場合と与えな
い場合で, 均衡がどのように変化するかを示す. 最後に, その変化が先行研究の結論に与え
る影響を考察する.
具体的には, 限界費用の非負制約を与えると Shy (1996)による命題,  > 1=2ならば
xC > xNCである, に反する例があることを示す. よって  = 0:6とし, 数値計算に用いるそ
の他の外生変数の値は Shy (1996)にしたがい  = 1; a = 100; c = 50として数値計算で均衡
を得る.
解析的にゲームの均衡を求めることも可能であるが, 式 (3.9)および式 (3.10)で得られた
純利潤の各式に基づいて利潤を最大化する最適反応対応を求める必要がある. とくに, 第 2
式と第 3式に関しては各パラメータによって条件付けが煩雑になる.
よって, 本節では上記の煩雑さをさけて数値計算を用いる.
3.4.1 アルゴリズム
本章で用いたアルゴリズムの概要を以下に示す. 具体的なアルゴリズムは付録参照のこと.
まず, 企業 jの投資量 x^jに対して xiを 0から 0:1ずつ増加させて xiの上限まで変化させ
て, 領域 (1)から (3)に対応するi(xi; x^j)を順次計算する. 計算した xiのうちでi(xi; x^j)
が最大となるxiを x^jに対する企業 iの最適反応対応とする. x^jを 0から 0:1ステップで順次
増加させながらこの手順を繰り返して, 純利潤が最大になる戦略の組 (xi; x^j)を探していく.
このとき, アルゴリズムを有限なステップで終了させるために, xiの上限を定めなければ
ならない. そこで, 研究開発競争時は式 (3.9)の第 4式の制約条件を用い, 研究開発協力時は
式 (3.10)の第 4式の制約条件を用いて xiの上限とする. 式 (3.9)と (3.10)との第 4式の制約
条件は, 領域 (4)とそれを囲む限界費用ゼロを表す 2本の直線上に対応する.
企業 jが戦略 x^j 2 [0;1)を選んだとき, 領域 (4)の条件を満たす戦略の組のうちで, 企業
iの純利潤を最大化する企業 iの研究開発競争時の戦略は
xNC4i (x^j) = max

0; c  x^j; c  x^j


; (3.11)
となる. したがって, 全ての x^j に対して式 (3.11)よりも大きな値を戦略として選択するこ
とはない. よって, [0; xNC4i ]に x^jに対する最適反応対応が存在する.
同様に, 研究開発協力時の領域 (4)における企業 iの x^jに対する最適な戦略は, 全ての x^j
に対して xC4i (x^j) = maxf0; c  x^j; (c  x^j)=gとなる. よって, [0; xC4i ]に x^jに対する最適
反応対応が存在する.
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3.4.2 研究開発競争の場合
図 3.2は,  = 0:6として研究開発競争時の最適反応対応をグラフで表したものである. 図
のパネル (a)は, 限界費用の非負制約を与える場合の最適反応曲線である. 式 (3.2)を用い
て描画した. 一方, 図のパネル (b)は, 限界費用の非負制約を与える場合の最適反応曲線で
ある. 3.4.1項で示したアルゴリズムによって描画した.
ゲームの均衡は制約ありも制約なしも点 Eで, 限界費用の非負制約による 2本の境界線
の交点とも一致する. したがって, 両方ともにゲームの均衡は限界費用の非負制約を満たし
ている. ただし, 端点均衡である.
また, Shy (1996)の数値例は ci  xi   xj = 0なので, 内点均衡として得られたゲームの
均衡と, 限界費用の非負制約の結果として得られた端点均衡とが一致している.
図 3.2: 研究開発競争の場合. a = 100; c = 50;  = 1;  = 0:6. (a) 制約なし (b) 制約あり.
3.4.3 研究開発協力の場合
図 3.3は,  = 0:6として研究開発協力の場合の最適反応対応をグラフで表したもので
ある.
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図のパネル (a)は, 限界費用の非負制約を与えない場合の最適反応曲線である. 式 (3.4)
を用いて描画した. 一方, 図のパネル (b)は, 限界費用の非負制約を与える場合の最適反応
曲線である. こちらは 3.4.1項で示したアルゴリズムによって描画した.
図のパネル (a)は得られた均衡 (点 E)が領域 (4)にある. つまり制約なしのとき, 均衡に
おいて限界費用が負の値をとる.
一方, 図のパネル (b)は得られた均衡が 2本の最適反応曲線が重なり合う部分になる. つ
まり制約ありのとき, 均衡は端点均衡になる. さらに, 均衡は点 Eになるとは限らない.
端点均衡の値はパネル (a)の均衡の値よりも小さい.
図 3.3: 研究開発協力. a = 100; c = 50;  = 1;  = 0:6. (a) 制約なし (b) 制約あり
3.4.4 Shy (1996)の結論を考察
まず, 図 3.2パネル (a)と図 3.3のパネル (a)についてそれぞれの均衡 (点 E)を比較する
と, 企業の研究開発水準は図 3.3のパネル (a)の方が大きい. つまり, 限界費用の非負制約を
与えないときには, 企業の研究開発水準は研究開発協力の方が研究開発競争よりも大きい.
しかしながら, 図 3.2パネル (b)と図 3.3パネル (b)についてそれぞれの均衡を比較する
と, 図 3.3のパネル (b)の方が大きくはならない. つまり, 限界費用の非負制約を与えると
27
きには, 企業の研究開発水準は研究開発協力の方が研究開発競争よりも大きくはならない.
ただし, 仮に研究開発協力時に企業の対称な端点均衡 fc=(1 + ); c=(1 + )g(図 3.3パネル
(b)の点 E)をゲームの均衡とするならば, 研究開発競争と研究開発協力において研究開発
水準は無差別である.
数値計算の結果から以下の事がわかる. 限界費用の非負制約を与えるならば, 研究開発協
力時に企業の対称な端点均衡であるときにかぎり,  > 1=2では xC  xNC となる.
3.5 均衡の存在条件
前節では数値計算を用いて限界費用の非負制約を与えた場合と与えない場合とで得られ
る均衡を比較して考察した.
本節では, ゲームの均衡が内点均衡になるための外生変数の条件を, 解析的に明らかに
する.
まず, 企業の限界費用が正になる場合に研究開発競争時のゲームの均衡が内点均衡にな
るための条件を求める.
式 (3.3)を式 (3.1)に代入して ci > 0として, cについてとき,
c >
2a
9
(2  )(1 + ); (3.12)
を得る.
仮定より a > 0,  > 0,  2 [0; 1]なので, 不等式 (3.12)の右辺
2a
9
(2  )(1 + )
は,  = 1=2で最大値 a=(2)をとる. よって, 以下の命題を得る.
命題 1. クールノー競争を行う対称な企業による研究開発投資 2段階モデルで, 企業が研究
開発競争を行った場合に, 内点均衡が存在するための十分条件は,
c >
a
2
;
である.
Shy (1996)の数値例を確認する. a = 100; c = 50;  = 1なので, cと a=(2)とが 50で等
しくなり, 条件 c > (1=2)aを満たしていない.
しかしながら, 式 (3.12)の右辺が最大値となる  = 1=2のときに, 研究開発競争時のゲー
ムの均衡は, a = 2cとおくと式 (3.3)より
xi

=1;=1=2;a=2c =
2
3
c;
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となり, 対称な端点均衡 (図 3.2点 E)
c
1 + 
に  = 1=2を代入した結果と同一の値になる.
したがって, Shy (1996)による研究開発競争時のゲームの均衡は, 端点均衡について分析
していることになる.
同様に研究開発協力時のゲームの均衡が内点均衡になるための条件を求める. 式 (3.5)を
式 (3.1)に代入して ci > 0として cについてとき
c >
2a
9
(1 + )2; (3.13)
を得る.
仮定より a > 0,  > 0,  2 [0; 1]なので, 不等式 (3.13)の右辺
2a
9
(1 + )2
は,  = 1で最大値 (8a)=(9)をとるので, 以下の命題を得る.
命題 2. クールノー競争を行う対称な企業による研究開発投資 2段階モデルで, 企業が研究
開発協力を行った場合に, 内点均衡が存在するための十分条件は,
c >
8a
9
(3.14)
を満たすことである.
命題 1, 2は, 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用が逆需要関数の切片に対して
十分に高いか, あるいは, 費用係数 が十分に大きければゲームの均衡が内点均衡になるた
めの条件は, 成立しやすくなるということを示している.
さらに, 命題 1, 2の条件を比べると, 以下の系を得る.
系 1. 第 1段階の限界費用と, 逆需要関数の切片と費用係数の比が, 式 (3.14)を満たしてい
るならば, 研究開発競争時のゲームの均衡と研究開発協力時のゲームの均衡について, 全て
のスピルオーバー係数に対して内点均衡がゲームの均衡となる.
したがって, c > (8a)=(9)であるときには, 内点均衡による研究開発競争時のゲームの
均衡と研究開発協力時のゲームの均衡とを比較することに意味があるといえる.
以下では  = 1の場合について, 研究開発競争時のゲームの均衡と研究開発協力時のゲー
ムの均衡が内点均衡になるための cと aと の関係を図 3.4を用いて考察する.
図 3.4は, c=aと によって内点均衡の存在領域をグラフで表したものである. 点ABCDE
で囲まれる領域 (2)が, 研究開発協力時のゲームの均衡と研究開発競争時のゲームの均衡の
両方が内点均衡となるための条件を満たす c=aである. さらに, 全ての に対応して内点均
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衡が存在するための条件を満たす領域は, 図内の点CDEIで囲まれた領域になる. このとき
点 Cは 8=9となる. また, 均衡が図 3.4の点 Bであるときに, c=a = 1=2のままで 増加す
ると, 外生変数の組み合わせは点Bから右方向へ移動して点BJCで囲まれた領域 (3)に入
る. つまり, 外生変数が示す均衡は研究開発競争が内点均衡で, 研究開発協力が端点均衡に
なる. 証明は付録を参照の事.
さらに安定性条件を考察する. 図 3.4では, 垂直な 2本の補助線が, 内点均衡の安定性条
件を満たす最小の を表す. それぞれグラフの左から順に  = (3 p7)=2が研究開発競争
の場合,  = (2 p2)=2が研究開発協力の場合の安定性条件を示す境界線である. したがっ
て, Shy (1996)は研究開発協力時の均衡の安定性は考慮していないことがわかる. 安定性条
件の計算は付録参照のこと.
したがって, 内点均衡の安定性条件を加えると, 図内の点 CDGFで囲まれた領域 (5)が,
研究開発競争でも研究開発協力でも安定的な内点均衡が存在する領域である.
つぎに, が変化が領域 (5)に与える影響を考察する. 図 3.5は, Poyago-Theotoky (1999)
の数値例5 にしたがって  = 12=9にした場合を表している6 . の値が大きくなったとき,
領域 (5)の面積が広くなっていることがわかる.
以上より, 以下の命題を得る.
命題 3. 投資費用係数が大きくなるにつれて, ゲームの均衡が内点均衡となるために必要な
逆需要関数の切片に対する両企業が研究開発を行わない場合の限界費用の比率の最小値は
小さくなる.
一方, 限界費用の非負制約は に依存しないので, 対称な端点均衡は,
c
1 + 
;
c
1 + 

である. したがって, 研究開発協力時にゲームの均衡が対称な端点均衡である場合と, 研究
開発競争時にゲームの均衡が対称な内点均衡である場合について, 研究開発水準の合計を
比較すると, 2c=(1 + ) > xi + xj となる. 証明は付録参照のこと.
以上より, 以下の命題を得る.
命題 4.  > 1=2のとき, 端点均衡として対称均衡を考えるならば, 研究開発水準の合計は,
研究開発協力の場合に研究開発競争の場合と等しいか高くなる.
5Poyago-Theotoky (1999)は, 利潤関数に対する 2階の条件より費用係数を 12=9より大きな値とするよう
に示唆しているが, 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用と逆需要関数の切片に対する制約には言及し
ていない. しかし, 研究開発協力と研究開発競争の比較分析を行うならば, これでは不十分である. いま費用係
数を 13=9とすると, 両企業が研究開発を行わない場合の限界費用は逆需要関数の切片の 8=13以上でなけれ
ば, 内点均衡によるゲームの均衡をゲームの解として用いることは不適切である. つまり, Poyago-Theotoky
(1999)の場合, 費用係数は 12=9より大きいという制約のもとで, 研究開発協力時のゲームの均衡と研究開発
競争時のゲームの均衡の両方を内点均衡として比較を行うならば, 少なくとも両企業が研究開発を行わない
場合の限界費用は逆需要関数の切片の 2=3より大きい, という制約を与える必要がある.
6 = 12=9の場合は, 研究開発競争における安定性条件は,   0となるので, 安定性条件が効くのは研究
開発協力のみ.
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限界費用を削減するための研究開発を実施する 2つの企業による 2段階ゲームにおいて,
限界費用の非負制約を与えるならば, 研究開発協力時と研究開発競争時のゲームの均衡は,
以下の 4種類になる. (1) 両方とも内点均衡, (2) 前者が端点均衡で後者が内点均衡, (3) 両
者とも端点均衡, (4) 前者が内点均衡で後者が端点均衡, である. (2)と (3)の場合に関して,
端点均衡が対称であるならば, 両企業の研究開発水準の合計は, 研究開発協力時に研究開発
競争時を上回る7.
図 3.4:  = 1における, 内点均衡が存在する と c=aの領域.
7(4)の状態は存在しない. なぜならば, ゲームの均衡が内点均衡の場合に均衡は対称であり, 先行研究の結
果より  > 1=2の場合, 内点均衡を比較したときに研究開発協力時  研究開発競争時となるので, 研究開発
協力時のゲームの均衡のみが端点均衡になることはない.
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図 3.5:  = 12=9における, 内点均衡が存在する と c=aの領域.
3.6 おわりに
本章は,企業の共同研究に関する代表的な研究であるd'Aspremont and Jacquemin (1988)
のモデルに限界費用の非負制約を適用して, 再検討をした. 主な結果は, 費用係数と逆需要
関数の切片に対する両企業が研究開発を行わない場合の限界費用の比率に依存して, ゲー
ムの均衡が端点均衡になることを示した. また, 費用係数が十分に大きい場合, または, 両
企業が研究開発を行わない場合の限界費用が逆需要関数の切片に対して十分に大きい場合
を除いて, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の分析は, 限界費用の非負制約を与えないた
めに, 端点均衡を想定していない点で不適切であることを示した. ただし, 端点均衡が対称
である場合には, 本章と先行研究の結果とは一致することを明らかにした.
本章では数値演算を用いて, ゲームの均衡が対称な端点均衡になる場合について分析を
行った. したがって, 最適反応対応の解析的分析を行うこと, および, 端点均衡が非対称で
ある場合について分析を行うことが今後の課題である.
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第4章 情報セキュリティと研究開発への
戦略的投資
4.1 はじめに
前章までは, 技術スピルオーバーによる影響を直接管理するための手段を持たない企業
について, 研究開発への戦略的投資行動を分析してきた.
本章では, 企業は研究開発投資に加えて情報セキュリティ投資を行う. 情報セキュリティ
投資は技術スピルオーバーによる影響を変化させる. これら 2つの戦略変数を持つ企業の
情報セキュリティ戦略について検討をする.
本章の目的は, 自社の情報セキュリティ投資戦略による競争相手との戦略の相互作用を,
完備情報の 2段階ゲームとして定式化して, 情報セキュリティ投資が企業の戦略と利潤に与
える影響を考察することである. とくに, 企業の視点で, 情報セキュリティ投資と研究開発
投資とに対する, 最適な投資行動の解を示すことに重点をおく.
本章では以下の 5点を明らかにする. 第一は情報セキュリティ投資による戦略的効果が
企業の戦略と利潤にどのような影響を与えるのか明らかにすること. 第二は情報セキュリ
ティ投資を行っていない企業が情報セキュリティ投資を行う条件を明らかにすること. 第三
は競争相手の投資行動が変化したときの最適な企業の投資行動を明らかにすること. 第四
は市場規模の変化と技術スピルオーバーの大きさの変化とに対する最適な投資行動を明ら
かにすること. 第五は前出の 4つとは異なり先行研究にしたがい, 情報セキュリティ投資を
行うときと, 行なわないことを各企業がコミットしたときとを比較して, 情報セキュリティ
投資が企業の研究開発投資量に与える影響を明らかにすることである.
本章では, 与える関数の水準が異なる 2種類のモデルを構築する. 第一のタイプは, 逆
需要関数と限界費用関数に一般形式の関数を与えたモデルである. 一方, 第二のタイプは,
d'Aspremont and Jacquemin (1988)に情報セキュリティの効果を加えたKawashige (2011)
のモデルによる線形の限界費用関数を与えたモデルである.
以下では, まず, 第一のタイプを用いて, 情報セキュリティ投資が企業の利潤に与える効
果を戦略的効果と直接効果とに分解する. もって, 情報セキュリティ投資が企業の戦略と利
潤に与える影響の基本的な特徴を検討する. 第二のタイプを用いて, 最適な情報セキュリ
ティ水準と均衡の分析を行なう. また, 得られた最適な情報セキュリティ水準からは, 競争
相手企業の投資行動を所与として最適な投資行動を示す. さらに, 得られた均衡からは, 市
場規模の変化と技術情報が拡散する度合いの変化とが両方の投資行動に与える効果を分析
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する. 最後に産業全体での研究開発水準を情報セキュリティ投資を企業が行なう場合と, 行
なわないことを企業がコミットした場合とについて比較して分析する.
本章と関連性がある先行研究には, Milliou (2009)がある. Milliou (2009)は, d'Aspremont
and Jacquemin (1988)を拡張したモデルによって, 研究開発投資の保護と研究開発投資と
の意思決定に関して議論をした.
Milliou (2009)のモデルでは, 企業は, 第 1段階で情報セキュリティ水準 (Milliou (2009)
では情報の保護水準と呼ぶ)を決定し, 第 2段階で研究開発水準の決定をし, 第 3段階で市
場競争を行なう 3段階モデルである. また, 情報セキュリティ水準が技術スピルオーバー係
数に対して作用するようにモデルを構築している. 分析の結果, 技術スピルオーバーが少な
すぎず競争が激烈な場合に限り, 企業は一部分だけイノベーションを保護, すなわち情報セ
キュリティ投資を行なう誘因があるとしている.
それに対して本章では, 第 1段階で企業は研究開発水準と情報セキュリティ水準とを同時
に決定する 2段階モデルである. また, 情報セキュリティ水準が係数にではなく,研究開発水
準が限界費用にあたえる効果を減算の形で作用する. これは, d'Aspremont and Jacquemin
(1988)をはじめとする先行研究で, 研究開発水準が限界費用に対して減算の形で影響を与
えるのにならったためである.
本論文の分析の結果では, 情報セキュリティ水準を高めることによる戦略的効果が限界
投資費用を上まわるとき, 技術スピルオーバーが存在するかぎり, 情報セキュリティ投資に
対する企業の誘因が存在する. これはMilliou (2009)の結果とは異なる.
本章で得られた結果は以下の 5点である. 第一に, 情報セキュリティ投資による利潤への
影響の基本的な特徴が, 直接効果と戦略的効果とに分解されて明らかになる. 第二に, 情報
セキュリティ水準による戦略的効果が情報セキュリティ投資の限界投資費用よりも大きい
とき, 情報セキュリティ水準が正の値で純利潤が最大となることが明らかになる. 第三に,
競争相手の情報セキュリティ水準の増加が自社の情報セキュリティ水準を減少させること
を示して, 各企業の情報セキュリティ投資は戦略的代替の関係にあることが明らかになる.
一方, 競争相手の研究開発水準の増加は, 技術スピルオーバーが大きいときには自社の情報
セキュリティ水準を増加させ, 技術スピルオーバーが小さいときには反対に自社の情報セ
キュリティ水準を減少させることを示して, この戦略的関係は技術スピルオーバーの大き
さに依存することを明らかになる. 第四に, ゲームの均衡において, 逆需要関数が上へシフ
トするとき情報セキュリティ水準が増加することがあきらかになる. つまり市場規模が縮
小するとき情報セキュリティ水準は減少する. また, 均衡において技術の拡散の可能性が高
まるとき, 情報セキュリティ投資の投資費用が大きいときに限って, 情報セキュリティ水準
が増加することが明らかになる. 第五に, 均衡において各企業が情報セキュリティ投資を行
わないとコミットした場合には, 各企業が情報セキュリティ投資を行う場合よりも企業の研
究開発水準が高くなることが明らかになる.
本章の構成は以下のとおりである. 4.2節では第一のタイプのモデルを定式化し, それを
用いて情報セキュリティ投資が利潤に与える効果を分析する. 4.3節では第二のタイプのモ
デルを導入して, 最適な情報セキュリティ水準を求めて企業の投資行動を分析する. 4.4節
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では, ゲームの均衡と存在するための外生変数の範囲を明らかにする. 4.5節では, 前節で得
られたゲームの均衡において, 経済状況の変化と技術スピルオーバーの大きさの変化とが,
情報セキュリティ水準に与える影響を検討する. 4.6節では, 情報セキュリティ投資が研究
開発水準に与える影響を分析する. 4.7節では結論と今後の課題を述べる.
4.2 情報セキュリティ投資を行なう条件
本節は 4.2.1項で, 逆需要関数と限界費用に一般形式の関数を与えてモデルを構築する.
4.2.2項で,情報セキュリティ水準の変化が純利潤に与える効果を戦略的効果と直接効果に分
解する. 4.2.3項で, 情報セキュリティ投資が企業の純利潤を増加する条件を明らかにする.
4.2.1 モデルの設定 (一般形式)
同質財を生産する 2つの企業が 2段階ゲームをプレイする. 各企業は自己の利潤の最大
化を図るものとする.
第 1段階で企業 i(= 1; 2)は, 研究開発水準 xi( 0)と情報セキュリティ水準 yi(2 [0; xi])
をそれぞれ同時に決定する. xiと yiは第 2段階での費用に影響を与える. xiを実現するた
めに, 研究開発投資費用R(xi)を要し, R(xi)は凸の増加関数 (R0  0かつR00 > 0)とする.
一方, yiを実現するために, 情報セキュリティ投資費用 S(xi)を要し, R(xi)は凸の増加関
数 (S 0  0かつ S 00 > 0)とする. また, 全ての xiに対して, R(xi)  0, 全ての yiに対して,
S(yi)  0を満たすとする. また, R(0) = 0, S(0) = 0とする.
第 2段階で企業 iは, 財の供給量 qi(> 0)をそれぞれ同時に決定する. 費用関数Ci : R4+ !
R+をCi(qi; xi; xj; yj)で定義する. qiの増加に対して費用は増加するものとする. また,研究
開発水準 xi, xjの増加に対して費用は減少するものとする. ここで, xjの増加による自社の
費用の減少が, 技術スピルオーバーによって得られる自社の費用が削減分である. 一方, 競
争相手による情報セキュリティ水準 yjの増加に対して, 自社の費用は増加するものとする.
第 2段階において, 市場逆需要関数 P : R2+ ! R+, 供給量を qi, qj とするとき, 財の価
格は P (qi; qj)で定まり, @P=@qi < 0, @P=@qj < 0であるとする. このとき企業 iの収入は
P (qi; qj)qiであるので, 限界収入は,
@P
@qi
qi + P
により定まり,
@P
@qi
+
@2P
@q2i
qi +
@P
@qi
< 0
を満たすとする. 企業 iの粗利潤は,
i(qi; qj; xi; xj; yj) = P (qi; qj)qi   Ci(qi; xi; xj; yj) (4.1)
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により定まり,
@2i
@q2i
=
@P
@qi
+
@2P
@q2i
qi +
@P
@qi
  @
2Ci
@q2i
< 0
を満たすとする. 以上より純利潤は,
i(qi; qj; xi; xj; yi; yj) = i(qi; qj; xi; xj; yj) R(xi)  S(yi)
で定まる.
4.2.2 情報セキュリティによる戦略的効果
本節では研究開発水準 yiの変化が純利潤i(qi; qj; xi; xj; yi; yj)に与える効果を, 戦略的効
果と直接効果とに分解する.
第 1段階で xi; xj; yi; yj が決まったもとで, 第 2段階のクールノー均衡を qi (xi; xj; yi; yj),
qj (xi; xj; yi; yj)とする. ただし, クールノー均衡は内点解とする.
yi の変化がi(qi; qj; xi; xj; yi; yj) に与える効果は,
@
@yi
i(q

i ; q

j ; xi; xj; yi; yj) =
@i
@qi
@qi
@yi
+
@i
@qj
@qj
@yi
  S 0(yi)
となる. 第 2段階での qiによる iの最適化から @i=@qi = 0である. よって, この式の右辺
第 1項は 0になる. したがって,
@
@yi
i(q

i ; q

j ; xi; xj; yi; yj) =
@i
@qj
@qj
@yi
  S 0(yi)
と書ける. さらに式 (4.1)より @i=@qj = (@P=@qj)qiである. よって, 以下の式
@
@yi
i(q

i ; q

j ; xi; xj; yi; yj) =
@P
@qj
qi
@qj
@yi
  S 0(yi): (4.2)
を得る.
式 (4.2)の右辺第 1項は yiの変化による戦略的効果を表す. また第 2項は限界投資費用で,
yiの変化による直接効果を表す.
4.2.3 情報セキュリティ投資を行なう条件
本項では, 情報セキュリティ投資を行っていないときに, 情報セキュリティ投資が純利潤
を増加させるための条件を示す. クールノー均衡における粗利潤 (qi ; qj ; xi; xj; yj)は yiに
対して凹関数とする. 情報セキュリティ投資費用 S(yi)が凸増加関数なので xi; xj; yj を所
与としたとき, i(qi ; qj ; xi; xj; yi; yj)は yiに対して凹関数となる. さらに, yi 2 [0; xi]であ
ることから, 式 (4.2)より以下の命題を得る.
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命題 5. yi = 0のとき
@P
@qj
qi
@qj
@yi
  S 0(yi) > 0
ならば, この xi; xj; yjに対して, yi > 0でi(qi ; qj ; xi; xj; yi; yj)は最大値をとる.
つまり情報セキュリティ水準 yi = 0において, yiを高めることによる戦略的効果が限界
投資費用を上まわるとき, yiが 0よりも大きい値でi(qi ; qj ; xi; xj; yi; yj)は最大になる. こ
の条件が成り立つとき, 情報セキュリティに対する投資をするならば, 企業は純利潤を高め
る事ができる. これは情報セキュリティ投資が単なる支出ではないことを意味する.
また仮定よりS 0(yi)  0である. よって命題 5が成立するためには,少なくとも戦略的効果
は正の値でなければならない. さらに仮定より qi > 0, @P=@qj < 0である. よって@qj=@yi <
0ならば戦略的効果が正の値となる. したがって,第 1段階で情報セキュリティ水準を高める
ことが,第 2段階の均衡における競争相手の供給量に対して負の効果を与えることは,命題 5
の中で示された式 @P
@qj
(qi (xi; xj; 0; yj); q

j (xi; xj; 0; yj))
@qj
@yi
(xi; xj; 0; yj)q

i (xi; xj; 0; yj) > S
0(0)
が成立するための必要条件であるとわかる.
この利潤を変化させる一連の作用のなかで, 情報セキュリティ投資の限界費用が利潤を
減少させる負の効果は明らかである. 一方, 投資の増加が利潤を増加させる正の効果は, 上
で示した 2つの条件が成り立つときに限って現れる. つまり, まず情報セキュリティ水準を
自社が高めたとき, 競争相手の供給量に負の効果を与えること. もうひとつは, 情報セキュ
リティ水準が 0のときに, その水準を高めることによる正の戦略的効果が限界投資費用より
も大きいことである. そしてその場合に限り, 投資の正の効果は現れる. したがって, 少な
くとも上記の 2つの条件が満たされているときに情報セキュリティ投資は利潤を増加させ
ることがわかる.
4.3 最適な情報セキュリティ水準
前節では一般形式の関数によるモデルを用いて検討した.
本節では具体的な純利潤関数を定義して最適な情報セキュリティ水準を求め, 他の企業
の戦略を所与としたときの各企業の投資行動をより詳細に分析する. 4.3.1項では限界費用
関数と逆需要関数に線形の関数を与えて, クールノーの複占について検討する. 4.3.2では,
情報セキュリティ投資を行なう条件を前項構築したモデルについて検討する. 4.3.3項では
最適な情報セキュリティ水準を求めて, 戦略の相互作用を検討する.
4.3.1 モデルの設定 (線形の限界費用関数と逆需要関数)
本項では, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の限界費用関数を拡張して線形の限界費
用関数を定式化する.
37
両企業が研究開発を行わない場合の限界費用を c(> 0)として, 第 2段階での限界費用関
数は,
ci(xi; xj; yj) = maxf0; c  xi   (xj   yj)g; i = 1; 2, j 6= i
で定まるとする. ここでスピルオーバー係数  2 [0; 1]は外生的に与えられる. また, 競争
相手の情報セキュリティ水準 yj 2 [0; xj]とする. このとき, yjが限界費用に与える効果は,
xi, xjと同程度の投資水準として扱える.
ci(xi; xj; yj)と供給量 qiより, 費用は
Ci(qi; xi; xj; yj) = ci(xi; xj; yj)qi
により定まるとする. 財の価格 P ( 0)は, 逆需要関数
P (qi; qj) = a  qi   qj
により定まるとする. ここで a  c > 0とする. したがって企業 iの粗利潤は,
i(qi; qj; xi; xj; yj) = [a  (qi + qj)  ci(xi; xj; yj)]qi
により定まる. また研究開発投資費用と情報セキュリティ投資費用は, それぞれ
R(xi) =

2
x2i ; S(yi) =

2
y2i
により定まるとする. ここで (> 0), (> 0)は費用係数である.
先行研究と同様に内点解が存在すると考えると, クールノー均衡における供給量は
qi (xi; xj; yi; yj) =
1
3
(a  2ci(xi; xj; yj) + cj(xi; xj; yi))
となる1. よって企業 iの純利潤は,
i(xi; xj; yi; yj) =
1
9
fa  2[c  xi   (xj   yj)] + [c  xj   (xi   yi)]g2   
2
x2i  

2
y2i (4.3)
と書ける. さらに以下の仮定をする.
仮定 1.  > 2
9
(2  )2,
仮定 2. 

>
22
9  2(2  )2 .
これは研究開発投資の費用係数 がある程度大きいことを分析の範囲とすることを意味
する. このときi(xi; xj; yi; yj)は (xi; yi)に対して凹関数となる. この証明は付録C.1参照
の事.
1これ以降クールノー均衡の内点解のみを考えるので, qi (xi; yi; xj ; yj) > 0かつ qj (xi; yi; xj ; yj) > 0を満
たす範囲の (xi; xj ; yi; yj)を分析の対象とする.
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4.3.2 情報セキュリティ投資を行なう条件 (線形関数の場合)
本項では, 4.2.3節で調べた情報セキュリティ投資を行なう条件について, 限界費用関数と
線形の逆需要関数を線形で与えた場合についても調べる.
以下の命題を得る.
命題 6. qi (xi; xj; 0; yj) > 0を満たす (xi; xj; yj)に対して, 式 (4.3)のi(xi; xj; yi; yj)におい
て純利潤を最大化する yiは yi > 0である.
証明. クールノー均衡において, qj = 1=3 fa  2[c  xj   (xi   yi)] + [c  xi   (xj   yj)]g
である. よって, @qj=@yi =  2=3, @P=@qj =  1である. また, 仮定より qi > 0. したがっ
て, 戦略的効果は正の値をとる. S 0(yi) = yiなので S 0(0) = 0である. したがって, yi = 0
のとき, (@P=@qj)(@qj=@yi)qi   S 0(yi) > 0が成立する. よって命題 5より yi > 0でiは最
大値をとる.
4.3.3 最適な情報セキュリティ水準
本項では xi; xj; yjを所与としたときの企業 iの最適な情報セキュリティ水準 y^i(xi; xj; yj)
について考察する.
以下では, 限界費用の非負制約と情報セキュリティ投資の上限制約はひとまず無視して
議論をすすめ, 均衡が得られたところで, それが上記制約を確かに満たすことを確認すると
いう方針で進める. その証明は付録C.3にある.
最大化問題
max
yi0
i(xi; xj; yi; yj)
を解き, y^i(xi; xj; yj)を得る. したがって, 式 (4.3)の yiによる一階の条件を求めて yiについ
て解き,
y^i(xi; xj; yj) =
2
9   22 [(a  c)  2yj + (2  )xi   (1  2)xj] (4.4)
を得る.
i(xi; xj; yi; yj)は (xi; yi)に対して凹関数なので, @2i=@y2i < 0となる. よって, 9 22 >
0なので式 (4.4)より y^iは xiに対して増加関数とわかる. つまり研究開発水準が増加すると
きには, 最適な情報セキュリティ水準は増加する. これは情報セキュリティに対する企業の
一般的な感覚と整合的である.
情報セキュリティ水準と同様に, 最適な研究開発水準 x^i(yi; xj; yj)は最大化問題
max
xi0
i(xi; xj; yi; yj)
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の解である. よって xiによる一階の条件 @i=@xi = 0を求め, それを xiについて解き
x^i(yi; xj; yj) =
2(2  )
9  2(2  )2 [(a  c) + yi   2yj   (1  2)xj] (4.5)
を得る.
ここで u := 9  2(2  )2とおき, 式 (4.4)の xiに x^i(yi; xj; yj)を代入して, 競争相手の
投資行動のみを独立変数とした最適な情報セキュリティ水準
yOPTi (xj; yj) =
2
u  22 [a  c  (1  2)xj   2yj] (4.6)
を得る. 仮定 2により u 22 > 0なので,  = 0のとき yOPTi (xj; yj) = 0となり,  2 (0; 1]
のとき以下の命題を得る.
命題 7. 1. yOPTi (xj; yj)は yjに対して減少関数である.
2. yOPTi (xj; yj)は xjに対して,  < 1=2のとき減少関数であり,  > 1=2のとき増加関数
であり,  = 1=2のとき一定である.
証明は付録C.2参照の事.
両社の情報セキュリティ水準が戦略的代替の関係にあることを命題 7の 1 は示す. つま
り競争相手が情報セキュリティ投資 yjを増加させた場合, 自社の限界費用が増加するため,
粗利潤が減少する. しかしながら, この減少を補うために, 企業 iは自社の情報セキュリティ
投資を増やして粗利潤を増やすことは行わない. なぜなら, 9   22 > 0より, 投資費用の
係数が高いため, 自社の情報セキュリティ投資を増やした時, 粗利潤よりも投資費用のほう
が大きく増加するためである.
一方,命題 7の 2が示す自社の情報セキュリティ水準 yOPTi (xj; yj)と競争相手の研究開発水
準 xjとの戦略的関係は, 技術スピルオーバー の大きさに依存して変化する. yOPTi (xj; yj)
は式 (4.5)を式 (4.4) の xiに代入して得られる. よって, xj の変化が yOPTi (xj; yj)に及ぼす
効果は, xjの変化が直接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果と, xjの変化が自社の研究開発水準
xiに及ぼす効果を介して間接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果との 2つの効果の和からなる.
まず, xj の変化が直接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果は, 式 (4.4)より  < 1=2のときに
は負の値をとり, 反対に  > 1=2のときには正の値をとる. 一方, xj の変化が x^i(yi; xj; yj)
を介して間接的に y^i(xi; xj; yj)に及ぼす効果は, 式 (4.5)より xj の変化が x^i(yi; xj; yj)に及
ぼす効果が,  < 1=2のときには負の値をとり, 反対に  > 1=2のときには正の値をとる.
このとき式 (4.4) より 2    > 0 なので, xj の変化が x^i(yi; xj; yj) を介して間接的に
y^i(x^i; xj; yj)に及ぼす効果もまた,  < 1=2のときには負の値をとり, 反対に  > 1=2の
ときには正の値をとる. よって直接的効果と間接的効果とが同符号になるので, これら 2つ
の効果の和である xj の変化が yOPTi (xj; yj)に及ぼす効果は,  < 1=2のときには負の値を
とり, 反対に  > 1=2のときには正の値をとる. したがって, xj の増加は,  < 1=2のとき
には自社の yOPTi を減少させ, 反対に  > 1=2のときには増加させる.
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つまり,  < 1=2ならば競争相手の研究開発水準 xj に対して自社の情報セキュリティ水
準 yOPTi (xj; yj)は戦略的代替の関係になり, 一方  > 1=2ならば反対に戦略的補完の関係に
なる.
4.4 ゲームの均衡
本節ではゲームの均衡を導出する. 以下を仮定する.
仮定 3.  > 2
9
(2  )(1 + )
仮定 4. 

 
2  
仮定 5. 

<
22a
2(2  )(1 + )a  9c .
以上の条件のもとで, 均衡における投資水準 (xi ; yi )を求める. なお,  = 0において上記
の条件を満たす均衡が存在しないため, これ以降は  2 (0; 1]とする. 実際には  = 0のと
き yi = 0であるため, これが分析に与える影響は少ない.
4つの一階の条件 @1=@x1 = 0および @1=@y1 = 0, @2=@x2 = 0, @2=@y2 = 0から得
られる連立方程式を x1および y1, x2, y2について解き,
x1 = x

2 =
2(2  )(a  c)
(22 + 9)  2(2  )(1 + ) ; (4.7)
y1 = y

2 =
2(a  c)
(22 + 9)  2(2  )(1 + ) (4.8)
を得る.
ここで仮定1から仮定5までの5つの仮定を満たすならば,得られた投資水準の組 ((x1; y1); (x2; y2))
はゲームの均衡である. 証明は付録C.3参照の事.
5つの仮定のうちで, 外生的に与えられた あるいは の値に依存して, 他の仮定を包含
するものがある. 5つの仮定のうちで 3つの仮定が満たされることによってゲームの均衡は
成立する.
まず, 仮定 1と仮定 3とは  = 1=2のときを除いてそれぞれの右辺は異なる値をとり,
 < 1=2では仮定 1が仮定 3を包含して の制約として有効となり, 一方  > 1=2では仮定
3が仮定 1を包含して の制約として有効となる.
また仮定 2と仮定 4とは の大きさによってどちらか一方の条件が有効になる. 具体的
には  > 4(2  )=9の場合には仮定 4が =の制約として有効となり,  < 4(2  )=9の場
合には仮定 2が =の制約として有効となり,  = 4(2  )=9の場合にはどちらの仮定も同
値となる. この と との条件によって有効となる仮定の組み合わせを表 4.1にまとめる.
得られた (xi ; yi )から以下の命題を得る.
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表 4.1: と との条件によって有効となる仮定の組み合わせ.
条件  < 1=2  > 1=2
 > 4(2  )=9 仮定 1かつ仮定 4かつ仮定 5 仮定 3かつ仮定 4かつ仮定 5
 < 4(2  )=9 仮定 1かつ仮定 2 かつ仮定 5 仮定 2かつ仮定 3かつ仮定 5
命題 8. ゲームの均衡における最適な投資水準 (xi ; yi )には以下の関係がある.
yi =

(2  )x

i : (4.9)
情報セキュリティ水準と研究開発水準との間には, 均衡において式 (4.9)が成り立つ. し
たがって, 技術スピルオーバー  がより大きくなるほど, そして投資費用係数の比 =が小
さくなるほど, 所与の xi に対する yi は大きくなる. この研究開発水準と情報セキュリティ
水準との関係は, 一般的な企業が持つ認識と整合的である.
4.5 均衡戦略
本節では企業の均衡における戦略を考察する. 4.5.1項では市場規模の変化が均衡におけ
る企業の最適な情報セキュリティ水準に対して与える効果を分析する. 4.5.2項では技術ス
ピルオーバーの変化が均衡における企業の最適な情報セキュリティ水準に対して与える効
果を分析する. 4.5.3項では市場規模の縮小と技術スピルオーバーの増加が同時に発生した
ときの最適な企業の投資行動について考察する.
4.5.1 市場規模の変化が戦略に与える効果
本項では市場の規模に変化が生じたとき, 企業の投資行動が均衡においてどう変化する
のかを検討する.
いま逆需要関数の切片 aの変化で市場規模の変化が表されるとして, 市場規模の変化に
対する yi の変化を分析する. yi を aで偏微分して
@yi
@a
=
2
(22 + 9)  2(2  )(1 + ) (4.10)
を得る. 式 (4.10)右辺の分母は, 仮定 3により正なので @yi =@a > 0である. よって, 以下の
命題を得る.
命題 9. ゲームの均衡において yi は aの増加関数となる.
つまり, 市場規模の縮小によって収入や利潤が減少したとき, 情報セキュリティ投資も費
用削減の対象である. これは, 序論で述べたような一般的な企業の投資行動と命題 9とは整
合的である.
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4.5.2 技術スピルオーバーの変化が戦略に与える効果
本項では,技術スピルオーバーの変化に対する yi の変化を分析する. yi をで偏微分して
@yi
@
=
2(a  c)[(9   22)  2(2 + 2)]
[(22 + 9)  2(2  )(1 + )]2 (4.11)
を得る. 式 (4.11)の分母は正の値をとるので, 分子の符号に依存して @yi =@の符号は定ま
る. ここで以下を仮定する.
仮定 6.  > 2
9
(2 + 2)
この仮定は,  < 1=2のときに仮定 3に包含され,  > 1=2のときに仮定 3を包含する関
係にある. なお,  = 1=2のときにこの仮定と仮定 1と仮定 3との右辺はいずれも 1=2で同
じ値になる.
いま
^ =
22
9  2(2 + 2)
とおくと,  > ^のときには @yi =@ > 0となり,  = ^のときには @yi =@ = 0となり,  < ^
のときには @yi =@ < 0となる.
よって以下の命題を得る.
命題 10. ゲームの均衡において  > ^のときには yi は の増加関数であり,  < ^のとき
には yi は の減少関数であり,  = ^のときには yi は に対して一定である.
式 (4.9)を で偏微分すると
@yi
@
=
k
(2  )

2
2  x

i + 
@xi
@

を得る. 上記の式より, 技術スピルオーバー の変化が自社の情報セキュリティ水準 yi に
及ぼす効果は, 自社の研究開発水準 xi による効果と技術スピルオーバー の変化が自社の
研究開発水準 xi に及ぼす効果との和であることがわかる.
まず, 自社の研究開発水準 xi による効果は正の値をとる. 一方, 技術スピルオーバー の
変化が自社の研究開発水準 xi に及ぼす効果は,
@xi
@
=  2(a  c)f[9  2(2  )
2] + 2(4  )g
f[9  2(2  )(1 + )] + 22g2 < 0;
となり負の値をとる.
よって, これら正負 2つの効果の和が正ならば技術スピルオーバー の増加は yi を増加
させる. 反対に負ならば自社の yi を減少させる. したがって, 技術スピルオーバー の変
化に対して自社の情報セキュリティ投資の増減を一様には決定できない. この閾値となる
のが費用係数の臨界値 ^である.
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この結果から, 情報セキュリティ投資の費用係数 が十分に大きくかつ技術スピルオー
バー  が増加するようなときに, 企業は情報セキュリティ水準を高める誘因があると言え
る. したがって, 情報拡散の危険度が高くなるとき, それに備えて情報セキュリティ投資を
増やすべきであるというはじめにで述べた直感は, 情報セキュリティ投資の費用係数が十
分に大きい場合に限り正しいことがわかる.
また, 企業の行動を変化させる費用係数の臨界値 ^は, 研究開発投資の費用係数 を所与
としたときに, 技術スピルオーバーが最大となるとき ( = 1)に最大の値をとる.
一方, 技術スピルオーバー を所与としたときに が大きくなるにつれて臨界値は小さ
くなっていく. そして, がある程度大きな値 (たとえば> 1)であるような場合に, ^は よ
りも小さな値となる.
したがって, 研究開発投資の費用係数が大きくなるほど, 情報拡散の危険度が高くなると
きに情報セキュリティ投資を増やすように企業は行動する. これは, 研究開発への投資額が
大きいほど, その成果の拡散を防ごうとする一般的な考え方に整合的である.
4.5.3 市場規模の縮小と技術スピルオーバーの増加とが同時に発生する
命題 9および命題 10から, 市場規模の縮小と技術スピルオーバーの増加とが同時に発生
する場合の, yi の変化について以下の系を得る.
系 2. aが減少し が増加するとき, もし   ^ならば yi は減少する. もし  > ^ならば, a
の減少による yi の減少分と の増加による yi の増加分との合計の符号に yi の増減はした
がう.
まず情報セキュリティ投資の費用係数 が十分に低い場合には, 市場規模の縮小に対して
yi は減少し, 技術スピルオーバー の増加に対しては yi は減少または一定である. つまり,
情報セキュリティ投資を減少させる事が最適な投資行動である.
一方, 情報セキュリティ投資の費用係数が十分に高い場合には, 市場規模の縮小に対応し
た最適な情報セキュリティ水準の減少分と, 技術スピルオーバーの増加に対応した最適な
情報セキュリティ水準の増加分との合計が正か負かによって, 最適な投資行動としての情報
セキュリティ投資の増減は決まる.
この結果から, 市場規模の縮小と技術スピルオーバーの増加とが同時に発生するとき, 情
報セキュリティ投資の費用係数が十分に高い場合と低い場合とで最適な投資行動は異なる
ことがわかる. よって, こうした状況に対する IT専門家の提言が序論で述べたように一様
ではないのは, 情報セキュリティ投資の費用に対する異なった前提に基づいて, 提言が行な
われたからと考える事ができるのである.
4.6 研究開発投資量比較 (情報セキュリティ投資の有無)
前節までは, 企業の最適な戦略について検討してきた.
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本節では, 情報セキュリティ投資を企業が行なう場合と情報セキュリティ投資をしないと
各企業がコミットする場合とについて, 産業全体での研究開発水準の増減という観点から
情報セキュリティ投資を分析する.
自社からの技術スピルオーバーによって競争相手が得る費用削減の恩恵を軽減すること
が, 研究開発投資に対する企業の誘因を高めるならば, 情報セキュリティ水準を高めること
は,各企業の研究開発水準を増加すると予測できる.
そこで情報セキュリティ水準が 0のときの研究開発水準 xNi と xi とを比較する. 式 (4.3)
において y1 = y2 = 0として @1=@x1 = 0と @2=@x2 = 0とを連立方程式とみて, xiにつ
いて解く. 得られた研究開発水準は
xNi =
2(2  )(a  c)
9  2(2  )(1 + )
となる2. これより以下の命題を得る.
命題 11. ゲームの均衡において xi < xNi である.
証明は付録C.4参照のこと.
情報セキュリティ投資を行なわないことを各企業がコミットした場合と比べると, 情報セ
キュリティ投資を行なう場合の方が低い研究開発水準になることを命題 11は示す.
式 (4.5)をみると, 競争相手企業の戦略 (xj; yj)を所与とした場合には, 最適な研究開発水
準 x^i(yi; xj; yj)は自社の情報セキュリティ水準 yiとともに増加する. これは, 情報セキュリ
ティ投資が増加すると, 研究開発投資への誘因も高まることを意味する.
実際, 自社の情報セキュリティ水準が高まり, 情報が競争相手に流出する水準が低くなる
と, 自社の研究開発水準が上昇することへの違和感はない. しかしながら, 対称なゲームの
均衡においては, 自社の情報セキュリティ水準 yiと競争相手の情報セキュリティ水準 yjと
の両方の変化を考えなければならないので, 上記の直観は成り立たない.
これは式 (4.5)より, x^i(yi; xj; yj)が, 自社の情報セキュリティ投資から yiの効果を受け,
競争相手の情報セキュリティ投資から 2yjの効果を受けることからわかる. したがって,
対称なゲームの均衡においては両社の情報セキュリティ水準が等しく yi = yj となるので,
両社の情報セキュリティ水準が自社の研究開発水準 xi に及ぼす効果の和は yj (=  yi )
となる. その結果 xi < xNi となる.
これは, 対称なゲームの均衡での研究開発水準は
xi =
2(2  )
9  2(2  )(1 + ) [(a  c)  y

j ]
と書けることからも確認できる. したがって研究開発水準を高めるという観点においては,
両企業ともに情報セキュリティ投資を行なわないというコミットメントを得られることが
望ましい.
2これは, d'Aspremont and Jacquemin (1988)による研究開発競争の場合の最適な研究開発水準と同等で
ある. 肩付き文字のN は, no-investment in information security を意味する.
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また, 費用係数 と とを所与とすると, 技術スピルオーバーが多くなるにしたがって,
情報セキュリティ投資を行なう場合と行なわない場合とで, それぞれのゲームの均衡での
研究開発水準の差は大きくなる. 図 4.1は, a = 100, c = 50,  = 3,  = 3のとき, xi と xNi
をグラフで表したものである.
図 4.1: に対する xi と xNi . a = 100, c = 50,  = 3,  = 3.
4.7 おわりに
本章では, 研究開発投資と情報セキュリティ投資とを同時に行うときの企業の最適な投
資行動を考察した. 得られた結果は以下のとおりである. 第一に, 情報セキュリティ投資に
よる利潤への影響の基本的な特徴を, 直接効果と戦略的効果とに分解して明らかにした. 第
ニに, 情報セキュリティ水準による戦略的効果が情報セキュリティ投資の限界投資費用より
も大きいとき, 情報セキュリティ水準が正の値で純利潤が最大となることを明らかにした.
第三に, 競争相手の情報セキュリティ水準の増加が自社の情報セキュリティ水準を減少させ
ることを示して, 各企業の情報セキュリティ投資は戦略的代替の関係にあることを明らかに
した. 一方, 競争相手の研究開発水準の増加は, 技術スピルオーバーが大きいときには自社
の情報セキュリティ水準を増加させ, 技術スピルオーバーが小さいときには反対に自社の
情報セキュリティ水準を減少させることを示して, この戦略的関係は技術スピルオーバー
の大きさに依存することを明らかにした. 第四に, ゲームの均衡において, 逆需要関数が上
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へシフトするとき情報セキュリティ水準が増加することを示した. また, 均衡において技術
の拡散の可能性が高まるとき, 情報セキュリティ投資の投資費用が大きいときに限って, 情
報セキュリティ水準が増加することを明らかにした. 第五に, 均衡において各企業が情報セ
キュリティ投資を行わないとコミットした場合には, 各企業が情報セキュリティ投資を行う
場合よりも企業の研究開発水準が高くなることを示した.
最後に今後の展開を述べる. 本章では複占の競争モデルをあつかった. これを拡張して
企業数が 3以上の寡占をあつかうときには複数の定式化が可能である. たとえば同質な企
業による寡占は最も単純な発想でモデルの拡張は容易である. その他には 1つのリーダー
企業とその他の企業の組み合わせ, 同質な 2つのリーダーと複数のフォロワーなどさまざま
なの状況を想定できる. 現状では, 同一産業内の研究開発協力に対して企業は重要性を感じ
ていない. しかしながら, 研究開発協力は実施するものの重要情報に限っては隠蔽するとい
う意思決定は存在する. この状況を寡占市場に拡張して, 協力企業の間では情報交換を阻害
せずに研究開発水準を高める一方で, それ以外に対しては情報管理を行い技術スピルオー
バーを低減するようなモデルの定式化も可能である. また, 実際の企業が研究開発協力を行
うパートナーは, サプライヤーや顧客などの垂直方向やグループ内が主であることを考え
ると, 垂直方向の協力と情報セキュリティに関する研究の重要性は高い. 今後, 経営学の知
見なども取り入れながら, モデルの定式化の可能性を考えたい.
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第5章 結論
この 10年の間に, 企業にとって情報セキュリティの重要性は非常に高くなっている. しか
しながら, 従来の議論においてはサイバー犯罪の手口や情報漏えい事故の発生原因の検証と
それらへの対策とに注目があつまり, 「企業にとって, 情報管理活動としての情報セキュリ
ティと研究開発とへの戦略的投資とはどのようなものであるのか」についてモデルを使っ
た分析は重視されてこなかったように思う. 具体的には, 自社の情報セキュリティ投資戦略
がどのように競争相手の市場での戦略に影響を与え, その結果による競争相手の戦略の変
化が自社の戦略や利潤に与える効果, すなわち戦略的効果については, 明らかではないので
ある. それならば, ゲーム理論を用いてこの戦略的状況を明らかに知りたいというのが, 本
論文の動機であった.
したがって本論文の目的は, 戦略的効果を考慮して, 情報セキュリティ投資が企業の利潤
と戦略とに与える影響を考察することであった.
本論文によって得られた主要な結果は以下の 6点である. まず第一に, d'Aspremont and
Jacquemin (1988)について均衡が存在する外生変数の領域を示して, 先行研究は分析の過
程に問題はあったが, その結果は正しいことを明らかにした. 第二に, 情報セキュリティ投
資による利潤への影響の基本的な特徴を, 直接効果と戦略的効果とに分解して明らかにし
た. 第三に, 情報セキュリティ水準による戦略的効果が情報セキュリティ投資の限界投資費
用よりも大きいとき, 情報セキュリティ水準が正の値で純利潤が最大となることを明らかに
した. 第四に, 競争相手の情報セキュリティ水準の増加が自社の情報セキュリティ水準を減
少させることを示して, 各企業の情報セキュリティ投資は戦略的代替の関係にあることを
明らかにした. 一方, 競争相手の研究開発水準の増加は, 技術スピルオーバーが大きいとき
には自社の情報セキュリティ水準を増加させ, 技術スピルオーバーが小さいときには反対
に自社の情報セキュリティ水準を減少させることを示して, この戦略的関係は技術スピル
オーバーの大きさに依存することを明らかにした. 第五に, ゲームの均衡において, 逆需要
関数が上へシフトするとき情報セキュリティ水準が増加することを示した. また, 均衡にお
いて技術の拡散の可能性が高まるとき, 情報セキュリティ投資の投資費用が大きいときに
限って, 情報セキュリティ水準が増加することを明らかにした. 第六に, 均衡において各企
業が情報セキュリティ投資を行わないとコミットした場合には, 各企業が情報セキュリティ
投資を行う場合よりも企業の研究開発水準が高くなることを示した.
最後に今後の展開を述べる. まず, 複占から寡占への拡張が考えられる. たとえば同質な
企業による寡占は最も単純な発想でモデルの拡張は容易である. その他には 1つのリーダー
企業とその他の企業の組み合わせ, 同質な 2つのリーダーと複数のフォロワーなどさまざま
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なの状況を想定できる.
また, 実際の企業が研究開発協力を行うパートナーは, サプライヤーや顧客などの垂直方
向やグループ内が主であることを考えると, 垂直方向の協力と情報セキュリティに関する
研究の重要性は高い.
このほかでは, 近年のビッグデータ活用などの動向から, 顧客情報を異なる産業の企業で
共有する場合についても研究の重要性は高い.
さらに近年注目されつつある EMS(Endogenous market structure)1の応用事例として考
えることも可能であると考える.
本論文のゲームの均衡は部分ゲーム完全均衡であるが, 不完備情報のゲームへの拡張も
可能である.
今後, 経営学の知見なども取り入れながら, モデルの定式化の可能性を考えたい.
1Etro (2006)などを参照の事.
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付 録A
A.1 戦略的効果の前半部分が@i=@qj < 0となることの確認
いま i = P (qi; qj)qi   C^i(qi; xi; xj)なので,
@i
@qj
=
@P
@qj
qi
を得る. 仮定より P (qi; qj) = a  b(qi + qj)なので
@P
@qj
=  b;
を得る. よって
@i
@qj
=  bqi
を得る. 仮定より qi > 0なので bqi < 0となり,
@i
@qj
< 0
となっていることが確認できた.
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付 録B
B.1 アルゴリズム概要
研究開発非協力の場合を例として アルゴリズム 1に示す.
アルゴリズム 1 研究開発競争最適反応対応を求めるアルゴリズム.
Require:  2 [0; 1]; c > 0
1: step 0:1
2: for x^j = 0 to c= do
3: NCi  0
4: xNCi  0
5: for xi = 0 to x
NC4
i (x^j) do
6: if c  xi   x^j > 0 and c  xj   xi > 0 then
7: i  1
9
[a  2(c  xi   xj) + (c  xj   xi)]2   1
2
x2i
8: else if c  xi   x^j > 0 and c  xj   xi  0 then
9: i  1
9
[a  2(c  xi   xj)]2   1
2
x2i
10: else
11: i  1
9
[a+ (c  xj   xi)]2   1
2
x2i
12: end if
13: if NCi < i then
14: NCi  i
15: xNCi  xi
16: end if
17: xi  xi + step
18: end for
19: RNCi (x^j) = x
NC
i
20: x^j  x^j + step
21: end for
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B.2 ゲームの均衡の安定性条件
解の安定するための必要条件は, Vives (2001)より,
jAj = det
2664
@2i
@x2i
@2i
@xi@xj
@2j
@xi@xj
@2j
@x2j
3775 > 0;
なので, この行列式の値を求めると
jAj = (3   2
2 + 6   4)(9 + 22   2   4)
27
:
である.
一方, 研究開発協力の場合の安定性条件は,
jAj = det
2664
@2i+j
@x2i
@2i+j
@xi@xj
@2i+j
@xi@xj
@2i+j
@x2j
3775 > 0;
であり, この行列式の値は
jAj = [2(1  )
2   ][2(1 + )2   9]
9
:
である.
したがって,  = 1のとき, 研究開発競争ならば
  3 
p
7
2
;
研究開発協力ならば
  2 
p
2
2
;
の場合, 内点均衡は安定的ではない.
B.3 命題1, 2の含意 (2)の証明
仮定より  = 1, c = 50, a = 100において, 任意の 1=2 >  > 0について,  = 1=2 + と
すると, 式 (3.12)より
1
2
>
1
2
  
2
18
;
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となるので, 研究開発競争時に  > 1=2では, ゲームの均衡は内点均衡になる.
一方, 式 (3.13) より
1
2
<
1
2
+
2
9
(3 + 2);
となるので, 研究開発協力時に  > 1=2では, ゲームの均衡は端点均衡になる.
B.4 命題4の証明
証明. 対称な端点均衡の値が対称な内点均衡の値より大きくなることを示すためには, 式
(3.12)より2c=(1+) > xi+xjが成立することを示せば良い. したがって, A = 2(2 )(1+)
とおくと, 式 (3.12)は,
c
a
>
A
9
;
なので,
9c > aA
である. したがって,
2c
1 + 
  (xi + xj) =
2c
1 + 
  2  2(2  )(a  c)
9   A
=
2c
1 + 
 

c  2(1 + )(2  )(a  c)
9   A

=
2c
1 + 

c  A(a  c)
9   A

=
2
1 + 
9c  aA
9   A > 0:
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付 録C
C.1 純利潤関数が凹関数となることの証明
証明. まず, 純利潤関数i(xi; yi; xj; yj)の xj; yjをパラメータと考えて, xi; yiの関数と見て,
このヘッセ行列を
H =
2664
@2i
@x2i
@2i
@yi@xi
@2i
@xi@yi
@2i
@y2i
3775
とする. このときiが (xi; yi)に対して凹関数であるためには,
@2i
@y2i
< 0; jHj > 0;
となることを示せば良い1. @2i=@y2i を求めると
@2i
@y2i
=
2
9
2   :
仮定 2より  > 22=uなので
2
9
2    < 2
9
2   2
2
u
<
2
9
2   2
2
9
= 0
となり, @2i=@y2i < 0は成立する.
つぎに,
jHj = u   2
2
9
;
となる. 仮定 2より u > 22なので, jHj > 0が成立する. 以上より, iは (xi; yi)に対し
て凹関数である.
1Novshek (1993); Simon and Blume (1994)に詳しい.
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C.2 命題7の証明
証明. まず, 命題 7の 1を証明する. yOPTi (xj; yj)を yjで偏微分して,
@yOPTi
@yj
(xj; yj) =   4
2
u  22 =  
42
(9   22)  2(2  )2
を得る. 仮定 2 を再整理すると (9   22)   2(2   )2 > 0となる. よって, この式は
 2 (0; 1]で負の値をとる. したがって命題 7の 1は成り立つ.
つぎに命題 7の 2を証明する. yOPTi (xj; yj)を xjで偏微分して,
@yOPTi
@xj
(xj; yj) =   2
u  22(1  2) =  
2
(9   22)  2(2  )2 (1  2)
を得る. 2=(u   22) > 0なので, この式の符号は 1   2 に依存する. したがって
 2 (0; 1]でこの式の値は,  < 1=2のとき負となり,  > 1=2のとき正となり,  = 1=2の
とき 0となる. したがって命題 7の 2は成り立つ.
C.3 ((x1; y

1); (x

2; y

2))が均衡であることの証明
証明. iが xi; yiに対して凹関数であることにより (x1; y1)と (x2; y2)とは最適反応である.
よって ((x1; y1); (x2; y2))がゲームの均衡であるためには,  2 (0; 1]において 0 < yi < xi
と c  xi   (xj   yj ) > 0とが成り立つことを示せば良い.
まず yi  0を示す. ここでm := (22 + 9)  2(2  )(1 + )とおくと, 式 (4.8)より
yi =
2(a  c)
m
である. mはm = 22+[9 2(2 )(1+)]と書ける. 仮定3より9 2(2 )(1+) > 0
なのでm > 0である. よって  2 (0; 1]で yi > 0となる. したがって  2 (0; 1]において
yi > 0が成り立つ.
つぎに yi  xi となることを示す. これは xi   yi  0と等価なので
xi   yi =
2(2  )(a  c)  2(a  c)
m
=
2(a  c)[(2  )   ]
m
となり, 仮定 4より (2   )  なので xi   yi  0となる, よって yi  xi が成り立つ.
以上より 0 < yi  xi が成り立つ.
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つぎに, c xi  (xj  yj ) > 0を示す. いまxi = xjなので, この不等式は c  (1+)xi +
yj > 0と書ける. この式の左辺の xi と yj とに式 (4.7)と式 (4.8)とを代入すると,
c  (1 + )xi + yj
= c  1
m
2(2  )(1 + )(a  c) + 1
m
22(a  c)
=
1
m

mc  2(2  )(1 + )(a  c) + 22(a  c)
=
1
m

m+ 2(2  )(1 + )   22 c+ 22  2(2  )(1 + ) a	
=
1
m

9c+

22  2(2  )(1 + ) a	
と書ける. 仮定 5は 9c+ [22  2(2  )(1 + )]a > 0と書けるので,
1
m

9c+

22  2(2  )(1 + ) a	 > 0
となり c  xi   (xj   yj ) > 0が成り立つ. よって, ((x1; y1); (x2; y2))はゲームの均衡であ
るといえる.
なお, d'Aspremont and Jacquemin (1988)の解が均衡であるための十分条件は河重 (2013)
を参照のこと.
C.4 命題11 の証明
証明. xNi > xi を示す. xi は
xi =
2(2  )(a  c)
22+ [9  2(2  )(1 + )]
と書ける. 右辺の分子と分母とをそれぞれ で割り
xi =
2(2  )(a  c)
22= + [9  2(2  )(1 + )]
を得る. xNi は
xNi =
2(2  )(a  c)
9  2(2  )(1 + )
であり 22= > 0である. よって, xNi の分母は xi の分母よりも小さな値となる. したがっ
て, xNi > xi となり命題 11は成立する.
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